
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 1 0 1 1 7 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

シルバー人材センターの人件費のほとんどが補助金で賄われており、金銭的な支援を廃止すると、運営が立ち
行かなくなるのは必然。また、国立市地域福祉計画において、「元気な高齢者の豊富な知識や経験を生かした
働く場、働くことによる社会参加の機会の場をシルバー人材センター等と連携して確保する」と明記している。

×

国立市シルバー人材センターに対し、以下のことを要望していく。
①より職務、職責に応じた給与体系の構築や給与の適正化を図るため、給与制度等の見直しの急務。
②国や東京都等のあらゆる補助制度等を有効活用し、団塊の世代を含む元気な高齢者の豊富な知識や経験を生
かした働き場、働くことによる社会参加の機会の創出。
③業務の効率化や職員の意識改革等を徹底的に行い、より一層経費節減に努めるとともに、民間独自の発想やノウ
ハウを十二分に発揮した経営の遂行。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

補助金のほとんどを占める、シルバー人材センターの人件費は右肩上がりの状況である一方、会員の就労率、
配分金は減少傾向にある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

過年度までの定型的な業務に加え、今後は、シルバー人材センターの財務経営状況把握、経営助言等を行っ
ていく必要がある。

シルバー人材センターは「高齢者」を対象に特化した事業所であり、「高齢者の自立の支援」施策の各種事業と
連携は必須と考える。

コスト
削減 維持 増加

まず、シルバー人材センターを自治体の施策の中のどこに位置付けていく
のか、どう取り扱っていくか、明確にする必要がある。
また、補助する側として、公益社団法人の経営・財務状況を把握する能力
が求めれている。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

補助金のほとんどが人件費ではあるが、市財政の厳しい現状を踏まえ、財政支出団体の予算の徹底的な検証を
行い、引き続き対象経費の削減が要求されており、より職務、職責に応じた給与体系の構築や給与の適正化を
図るため、給与制度等の見直しを急務として行っていただきたいと、指示している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

国･都とともに市が支援する仕組みづくりがなされているため公共性が高い。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

シルバー人材センターは、高齢者の就業ニーズの対応、社会経済等の変化に合わせた事務事業の推進が必
要。国や東京都等のあらゆる補助制度等を有効活用し、団塊の世代を含む元気な高齢者の豊富な知識や経験
を生かした働き場、働くことによる社会参加の機会の創出が期待される。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください
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平成26年度

国立市シルバー人材センターが健全な発達をすることにより、社会参加の意欲ある健康
な高齢者に対し、地域社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験に応じた就
業並びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生活感の充実及び福祉の増進を図るととも
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シルバー人材センター運営支援事業
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平成24年度

％
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％

人

人に係るコ
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上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

高齢者（65歳以上）就労率

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国立市シルバー人材センター

0

（当初予算)

409

1,500

2
（目標値)

300

67% 66%

1,500

56907 56907

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

補助金の査定、交付決定手続き及び支払事務。行政財産の使用許可事務。シルバー人材センター作業所用地の賃借契約及びその支払い。東京都への補助金交付申請事務。その他連絡
調整等。

住み慣れた地域で高齢者が、生きがいを持って安心して暮らしています

平成25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
高齢者等の雇用の安定等に関する法律・国立市補助金交付規程法令根拠

昭和59

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

41,066

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

登録会員数

就業実人員

就業延人数

0

3,591

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

運営費補助金支給回数 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】
社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験に応じた就業並びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生活感の充実及び福祉の増進を
図るとともに、高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする「国立市シルバー人材センター」に対し、補助金交付等することによって、シルバー人材センターの
運営を支援する。
【業務概要】
補助金の査定、交付決定手続き及び支払事務。行政財産の使用許可事務。シルバー人材センター作業所用地の賃借契約及びその支払い。東京都への補助金交付申請事務。その他連絡
調整等。
【予算科目】賃借料・補助金

千円 0 0 41,767

差額

（決算）

44,097 0 -701

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,500 1,500

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,500 0

2
300 0

0

0

0
0

2
300

39,006

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3,560

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,500

36,006

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

36,006

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -27,879 -27,178

その他 千円

-30,209 0 701

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 6 0 1 2 0 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

多くに市民に定着しており、廃止した場合に影響は大である。

○ ×

指定管理者である「社会福祉法人国立市社会福祉協議会」の経営に期待する。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

業務的には削減の余地は乏しい。

老人福祉センターは「高齢者」を対象に特化した事業所であり、「高齢者の自立の支援」施策の各種事業と連携
は必須と考える。また、保健センターとの連携・共同も考えられる。

コスト
削減 維持 増加

指定管理者である「社会福祉法人国立市社会福祉協議会」の経営に期待
する。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指定管理者次第である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

高齢社会の到来とともに、その高齢者に毎日健康で、楽しく過ごせるような生活を保障するのが行政の勤めであ
り、結果的に介護予防につながる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

広くPRし利用者を増やす。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

22,780 22

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%100%

✔

18892 19878 19878

20074

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

100%

高齢者（65歳以上）の社会参加率

0

22,761

0

#DIV/0!

物件費
22,770

0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

20894

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

250

10

33004 33672

22,780

平成25年度

3946 4093

18381

平成26年度

老人福祉センター利用者が安心してくつろぎ、健康で楽しい日々を過ごせるようにす
る。

250

千円

千円

750
人

19
10

（決算）（Ａ）

千円

150

時間

千円

人

千円

老人福祉センター運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って生
活していると答えた高齢者の割合

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

老人福祉センター利用登録者

0

（当初予算)

250

1
（目標値)

50

100% 100%

290

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

管理運営にかかる指定管理料の支払いと連絡調整

住み慣れた地域で高齢者が、生きがいを持って安心して暮らしています

平成25年度と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

23,070

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

６０歳以上高齢者人口

老人福祉センター利用者数（延べ人数）

入浴施設利用者数

0

22

15

00 0 40
20

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

老人福祉センター登録者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】くにたち福祉会館老人福祉センター事業として、趣味の講座開催・趣味の会活動支援・健康相談開催・高齢者啓発事業・入浴施設開設等を行う。
【業務概要】指定管理の締結。指定管理料（一般会計・老人福祉センター経理区分）の決定及び支払事務。
【予算科目】委託料

千円 750 250 309

差額

（決算）

287 0 22,761

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1
20

250 250

40
1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

265 0

10

1
50

1
50 0

0

0

0
0

1
50

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 19

千円

うち委託料 千円

22,761

物に係るコ
スト

0
00 0

750 290

22,780

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -750 -250 -309 -23,070

その他 千円

-287 0 -22,761

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 6 0 1 2 0 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-250 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -750 -250 -250 -250

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

750 250

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
50

250 0

1
50

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 250

0

250 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】くにたち福祉会館条例に基づく、くにたち福祉会館諸事業一般（福祉会館施設管理事業、老人福祉センター運営事業に関する部分は本事業から除く）。
「国立市社会福祉協議会」に指定管理継続中。具体的には、高齢者健康体操、初心者フラダンス教室、地域活動等への協力、高齢者啓発事業など。その外、嘱託医・看護師の報酬・報償費
支払い。
【業務概要】指定管理の締結。指定管理料（一般会計・福祉会館事業経理区分）の決定及び支払事務。報酬・報償費支払い。その外、福祉会館に関する連絡調整。
【予算科目】報酬・報償費・需用費・委託料・使用料（電柱添架料）

千円 750 250 250

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

くにたち福祉会館会館日数 日

0

00 0 0 0

250

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

人口

くにたち福祉会館・会議室等延べ利用者
数

福祉総務課

藤崎秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
くにたち福祉会館条例・条例施行規則法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

管理運営にかかる指定管理料の査定・支出、嘱託医・看護師報酬支払い。社会福祉協議会との連絡調整。

住み慣れた地域で高齢者が、生きがいを持って安心して暮らしています

２５年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

50

100% 100%

250

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

福祉会館・福祉会館利用者

0

（当初予算)

60000

250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って生
活していると答えた高齢者の割合

千円

0

高齢者等健康増進事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

150

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

250

千円

千円

750
人

平成26年度

高齢者の健康が増進され、市民の教養が向上し、市民へ娯楽が提供される

295 295295 295 295

74329 74300

平成25年度

59457 62802 59175

平成23年度
（決算）

0

250

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

61785

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

74329 74265 74265

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

高齢社会の到来とともに、その高齢者に毎日健康で、楽しく過ごせるような生活を保障するのが行政の勤めであ
り、結果的に介護予防につながる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

広くPRし利用者を増やす。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指定管理者次第である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

指定管理者「社会福祉法人国立市社会福祉協議会」の経営に期待する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

業務的には削減の余地は乏しい。

老人福祉センターは「高齢者」を対象に特化した事業所であり、「高齢者の自立の支援」施策の各種事業と連携
は必須と考える。また、保健センターとの連携・共同も考えられる。

×

指定管理者「社会福祉法人国立市社会福祉協議会」の経営に期待する。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

多くに市民に定着しており、廃止した場合に影響は大である。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-110 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -10 -10

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 10

0

物に係るコ
スト

0
00 0

100

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
2

10 0

1
2

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

10 10

0

110 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成１３年　介護保険地域支援事業の家族介護支援として開始された。
市内に居住し要介護４もしくは要介護５と認定された者又は重度の要介護高齢者で、１年以上介護サービスを利用しないで在宅で介護している家族の身体的精神的負担の軽減につなげる
ため慰労金を支給する事業
主な業務の内容は次のとおりである。①上記に該当する者から申請　②市が決定（却下）通知書を申請者に通知　③請求に基づき慰労金を申請者に支払う
（予算の内訳）　扶助費

千円 0 0 10

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

支給件数 件

0

00 0 0 0

10

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

介護４以上の認定者

支給額

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市家族介護慰労金支給事業実施要綱法令根拠

平成13

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

実績なし

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

制度対象者に支給

（決算）
単位

1
（目標値)

2

100% 100%

10

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に居住し要介護４もしくは要介護５と認定された者又は重度の要介護高齢者で、１年以上介護
サービスを利用しないで在宅で介護している家族

0

（当初予算)

10

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

家族介護慰労金支給事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

介護している家族の身体的精神的負担の軽減につなげる。

00

634

平成25年度

0

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

100

目標年度

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

✔

616 634

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

制度発足以降１0年以上経過しているが、支給決定された者はいないため、今後はもっと必要な事業に振り替え
るべきと考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

介護サービスを利用されないで介護する家族に対する慰労金であり、成果の向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

予算措置しても実績がないことから、慰労金支給よりも介護者のためになる方法を検討する必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

慰労金を支給するのみであり削減の余地はない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

制度発足以来実績なし

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

介護サービスを１年以上利用しない介護者に対するものであり公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

慰労金を支給するのみであり削減の余地はない

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算措置しても実績がないことから、慰労金支給よりも介護者のためになる別の事業へと転換する必要がある。

介護サービスを全く利用しない要介護４・５の人はまれであり、制度発足以来実績がない。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-14,871 0 -10,270

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -13,588 -23,858

その他 千円 198

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 2,050

270

物に係るコ
スト

0
0600 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 21,754

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
50

2,050 0

400

1
50

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 600

1

時間 400

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

600
1

600

250 250

400

1,200
11

24,666 0 270

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住のおおむね６５歳以上の一人暮らし又は高齢世帯等で、慢性疾患等により日常生活を営む上で常時注意を要する状態又は７０歳以上の一人暮らしの人に緊急事態における不安
解消と生活の安全確保のため緊急通報器を貸与する事業。
Ⅰ消防庁緊急通報システム…無線発報器等を用いて東京消防庁に通報され、緊急協力員の協力を得て救助等を行う。
Ⅱ民間緊急通報システム…無線発報器等を用いて民間受信センターに通報され、関係機関や専門の現場派遣員の援助を得て救助等を行う。
＜業務内容＞①上記に該当するものからの申請　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握し、提出　③市が課税状況等を調査し、決定（却下）通知書を申請者に通知
し、東京消防庁、委託事業者に通知　④委託業者が訪問し緊急通報システム機器を貸与し取り付ける。　⑤利用者からは本人負担分を収納する。　⑥委託事業者からは毎月報告書が提出
され、市が委託料を支払う。⑦亡くなった方や施設に入所した人については、その連絡を受け、委託業者と取り外しの調整を行う。
ⅠのシステムはⅡのシステムへ移行予定。Ⅱのシステムは月に一度安否確認のお伺い電話を委託内容に含め緊急時の接続エラーを防ぐとともに安否確認を行っている。
＜予算内訳＞委託料

千円 0 0 23,804

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

消防庁緊急通報システム利用者数

民間通報システム利用者数

人

600

1,2000 0 1,200
600

0

22,616

24,074

216

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

65歳以上の一人暮らし又は高齢世帯の
人口

緊急事態に対応をした人数

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市在宅高齢者緊急通報システム事業運営要綱法令根拠

昭和63

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・消防庁緊急通報システム利用者を民間緊急通報システムへの付け替え
・民間緊急通報システムの申請受付、貸与
・亡くなった方、施設に入所した人の連絡を受け、取り外し

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

新規申請・廃止受付

（決算）
単位

1
（目標値)

50

57% 99%

2,050

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・70歳以上の一人暮らしの人
・市内在住のおおむね65歳以上の一人暮らし又は高齢世帯等で、慢性疾患等により日常生活を営
む上で常時注意を要する状態の人

0

（当初予算)

95

1

250

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

高齢者緊急通報機器貸与事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

21,754
21,722

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

440

・緊急事態に迅速な対応をできる。
・緊急事態発生への不安が解消される。

0 08

405 427

7400

22,024

平成25年度

92

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

83

-21,722
0

（Ｂ）-（Ａ）

-10,018
0

0

60%

在宅で生活している高齢者の割合

0

270

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

✔

7007 7289

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

22,024 22,616 0

0

0

0

0

0
0

0
0

10,018 9,579

0

0

216 18
0

0 -10,000

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 10,216 216 9,795

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

公的な機関が一人暮らしの高齢者の生活の安全・安心を保障する政策を持つことが必要である。そのため、こ
の事業を市が行わなければならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、24時間対応しているため、緊急事態に迅速な対応ができている。また、緊急通報システムによって利
用されている方の不安は解消できている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

委託先の検討、本人負担の導入。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在の委託先とは委託料引き下げの話し合いを行い、26年度よりわずかだが引き下げることができた。現在、
様々な事業者緊急通報システム機器が開発されている状況の中では、検討を行う余地はある。歳入について
は、設置時の本人負担は実施しているが、月々の利用料については実施していないため検討する余地がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

利用者が年々増加する中で、委託先事業者と委託料値下げの話し合い
を行い、仕様変更を行わず、わずかだが委託料の引き下げることができ
た。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

・申請して条件さえ合えば設置が行われているため、公平・公正である。
・設置費については、所得に応じて決定しているので適正であるといえるが、その後の利用料についての本人
負担は導入していないため、検討の余地がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務は再任用職員及び嘱託職員で実施し、不在時は職員で対応を行っているため削減の余地はない。

しょうがいしゃ支援課で類似事業を実施しているが、対象者が異なるため統合できない。

×

現在委託先を止めて別の事業者に一気に取り換えることは、消防署から対応不可と言われている。もし新しい委託
先を入れるとすると、新規のみの取扱いとなり、係における利用者管理など事務が煩雑になることが予想される。ま
た、月々の利用者負担の導入については、介護保険料及び消費税等の支出が増えている現状においては、市民
の理解を得にくいのではないかと思われる。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在の委託先との委託料のさらなる引き下げが可能かどうか。よりよい緊急通報システムの委託先があるかどうか。また高齢者の暮らし向き等生活実態
の調査の実施。

この事業を廃止すると緊急時の対応が不可能になるため、影響はある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

機械導入のために、様々な機械の情報収集及び認知症高齢者を介護する家族等の協力を得て実際の機械を使用してのテストを行っていく。

民間事業者では、月額3000円程度の自己負担が求められるため、介護者の負担が増え、認知症高齢者の生
活の安全を図ることが難しくなる。

○ ×

現状の機械の他に、より小型化した機械など複数選択できるような制度にしていくとより事業が充実したものになると
思われる。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

無料ではなく、本人負担１割を求めることにより、利用の適正化を図っている。また、介護者の精神的、身体的負
担を考慮すると、妥当な負担割合である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請手続きについては、地域包括センターで行っているが、他に地区ごとで３箇所の地域窓口にも委託してい
る。
現在は、申請時のヒアリングや本人の状態確認に最も業務時間を割いている。しかし、決まった手続きに添って
必要最小限で行っているため、削減の余地は無い。

庁内に類似事業はなく、事業者に委託していることから他に手段はない。

コスト
削減 維持 増加

ケアマネージャーや地域の窓口での周知は図られているため、必要な方
が利用できている現状ではあるが、より認知症高齢者に受け入れやすい
小型化した機械を望む声がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在の事業者に対する委託料の金額は、利用実績に基づいて支払っており、事業内容を鑑みても適正であ
る。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

認知症により日常的に徘徊する高齢者の居場所について、介護者からの照会に対し位置情報を提供すること
により、高齢者本人の安全を早期に確保することができる。また、介護者の介護負担を軽減を図ることにもなり、
認知症高齢者が住み慣れた地域で生活できることに結びついている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

この事業を利用する方は、徘徊により警察に保護されたようなことがきっかけとなり、ケアマネージャーや地域の
窓口からのアドバイスで申請に至ったケースが多い。その意味で、必要とする方には十分周知が図られ、成果
は十分出ていると思われる。その反面、必要であるが、機械が大きすぎるなどの理由で携帯してもらえず、利用
できないとの声もあるため、より小型化した機械の検討の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-16

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 38 22 47 0

0

47 -16
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

227 474

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

個

件

94%

在宅で生活している高齢者の割合

0

-112

0

#DIV/0!

物件費
-104
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

13

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

474

136

8 8

227

平成25年度

42

平成26年度

12

徘徊高齢者の居場所が把握できる。

4

0

千円

千円

0
人

339
331

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

高齢者位置情報把握端末貸与事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住のおおむね65歳以上認知症により日常的に徘徊する高齢者及びその家族。

0

（当初予算)

50

1

0

（目標値)

94% 95%

252

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①上記に該当するものからの相談を受ける。　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が訪問を行い、家族のヒアリングと本人の状態を確認し、調査票・申請書の提出を受ける。
③市が内容を確認し、決定（却下）通知書を申請者に通知し、利用者にGPS端末を貸与する。　④利用者からは本人負担分（1割）を収納する。　⑤介護する世帯が利用者の居場所が分か
らなくなった場合は、位置情報提供事業者に別途料金を支払い保護してもらう。　⑥位置情報を提供する委託事業者からは毎月報告書（金額、実際の問い合わせ実績）が提出され、市が

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市徘徊高齢者位置情報サービス事業運営要綱法令根拠

平成12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

479

22

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

認知症高齢者数

（※データ収集不可）

居場所の把握件数

0

474

52

2000 0 200
100

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請受付件数

ＧＰＳ端末貸与数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住のおおむね６５歳以上で認知症により日常的に徘徊する高齢者の居場所を、介護する世帯の電話等による照会に対し日時を問わず位置情報を提供する事業である。徘徊高齢者
を早期発見及び保護することで介護者の負担を軽減する事業。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの相談を受ける。　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が訪問を行い、家族のヒアリングと本人の状態を確認し、調査票・申請書の提出を受ける。
③市が内容を確認し、決定（却下）通知書を申請者に通知し、利用者にGPS端末を貸与する。　④利用者からは本人負担分（1割）を収納する。　⑤介護する世帯が利用者の居場所が分か
らなくなった場合は、位置情報提供事業者に別途料金を支払い保護してもらう。　⑥位置情報を提供する委託事業者からは毎月報告書（金額、実際の問い合わせ実績）が提出され、市が
委託料を支払う。⑦委託契約締結
＜予算内訳＞委託料

千円 0 0 591

差額

（決算）

726 0 -112

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100
1

100

0 0

50

200
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 52

1

時間 50

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

252 0

50

1

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 339

千円

うち委託料 千円

-112

物に係るコ
スト

0
052 0

0 252

227

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

38

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -553 -457

その他 千円

-679 0 96

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,042 0 -649

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

4,768

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,497 -3,146

その他 千円 290

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,000

4,7683,273
-5

物に係るコ
スト

0
00 0

4,536

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 5

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
200

1,000 0

1
200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 1,000

0

5,536 0 1,490

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住のおおむね６５歳以上で介護保険サービスが受けられない人及び身体機能の低下等で住宅の改造が必要と認められる人、又は介護度に関係なく、改修が必要と認められる人に
給付することにより、日常生活の利便と在宅での生活の質の向上を図る事業。
＜業務内容＞次のとおりである。①上記に該当するものからの相談を受ける　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が訪問を行い、本人および家族からのヒアリングにより、本人
の状態と住居環境の確認をし、調査票・申請書の提出を受ける。　③市が決定（却下）通知書を申請者に通知し、利用者に給付する。　④利用者からは本人負担分(10%)を収納する。　⑤利
用者から確認書の提出　⑥事業者の請求に基づき費用を市が支払う。
改修の種類はア、手すりの取り付け床段差の解消　イ、床段差の解消　ウ、滑りの防止及び移動の円滑化等のための床材の変更　エ、引き戸等への扉の取替え　オ、洋式便器等への便器
の取替え　カ、浴槽の取替え　キ、流し・洗面台の取替えを対象としア～エは200千円　オ、106千円　カ、379千円　キ、156千円を利用限度額として１割の負担で給付。
＜予算内訳＞　扶助費

千円 0 0 4,278

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請受付件数

給付数

件

0

00 0 0 0

5,768

476

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内在住の65歳以上の高齢者のうち身
体機能の低下が認められ改修が必要と
（※データ収集不可）

給付数

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者住宅改修給付事業実施要綱法令根拠

平成12

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

上記のとおり

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

200

58% 55%

1,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住のおおむね６５歳以上で介護保険サービスが受けられない人及び身体機能の低下等で住
宅の改造が必要と認められる人、又は介護度に関係なく、改修が必要と認められる人。

0

（当初予算)

18

1,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

在宅で生活している高齢者の割合

千円
0

高齢者自立支援住宅改修給付事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

5

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

18

経済的負担が軽減される

26 1813

15 27

平成25年度

15

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

4,536

目標年度

27

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

655
0

0

55%

（※データ収集不可）

0

-5

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

件

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 3,273

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
1,495

0
1,495

1,491 2,146 2,041

0

0

453 186
0

0 841

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,781 2,622 2,494

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

地域で暮らす高齢者の生活の安全と、質の向上を確保することは行政としての責務である。住み慣れた地域
（自宅）で安全に生活を送れるよう支援し安心を確保することは市の役割として妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

適切な改修を行うためには、職員の知識・経験が必要となるため、研修等により職員自身が研鑽を積むか、第
三者による点検機関を設けることが必要と思われる。現在のところ、アセスメントを実施する職員の研修参加等な
されている。
また改修後のモニタリングは実施しており、適切に改修がなされているかの確認も実施しており、成果の向上余

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

東京都の包括補助において、給付品目に変更があれば、市においても見直しを行う必要があると思われる。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

見積もりを複数取る等、工事委託事業者の選定により費用を若干下げる余地はあるが、利用者の負担は多くな
るため考えにくい。また、給付上限も設定していることから、これ以上の削減余地は少ないと考える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

有効性評価として適正で効果的な改修の実施を行うためには、相談を受
け実施内容を検討していく中で職員の知識・経験が必要とされる。あるい
は第３者による点検機関を設けることも考えられる。
給付実績については、毎年大きく変動するが手摺の設置及び浴槽の取
替工事の申請が大半を占めている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

実態把握票により、対象者のアセスメントを実施したうえで給付しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要性の判断、適正な給付の確認をするために、正職員の配置が適当と思われ削減余地はない。

しょうがいしゃ支援課で実施している住宅設備改善費給付等が類似事業としてあげられるが、対象者が異なるた
め統合は不可能。

×

利用者及びケアマネージャーから地域窓口への相談が申請に結びついている現状を踏まえ、当面現状維持とす
る。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

住宅の既存の設備改善ができず、在宅での生活が困難となる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-100 0 46

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

38

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -146 -100

その他 千円 7

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 100

3874
-46

物に係るコ
スト

0
00 0

354

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 46

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
20

100 0

1
20

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 100

0

454 0 -82

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住のおおむね６５歳以上で要介護・要支援認定を受けていない高齢者（二次予防対象者）に、日常生活用具（腰掛便座、スロープ、歩行支援用具、安全杖、入浴補助用具）を給付
することにより、日常生活の利便と在宅での生活の質の向上を図る事業。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの申請を受け付ける。
②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握する。
③市が決定（却下）通知書を申請者に通知し、事業者は利用者に生活用具を給付する。
④利用者からは本人負担分（１割）を収納する。
⑤事業者からの請求に基づき全額を市が支払う。
＜予算の内訳＞　扶助費

千円 0 0 220

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請受付件数

対象品の支給数

件

0

00 0 0 0

138

3

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

二次予防対象者のうち運動機能の低下
がみられる者
（※データ収集不可）

支給数

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者日常生活用具給付等事業実施要綱法令根拠

平成12

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

日常生活用具給付を希望する二次予防事業対象者への実態把握、申請代行業務、本人への決定通知書・納入通知書送付、事業所への納品依頼通知送付、本人負担分入金後事務処
理、事業所支払い事務処理。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

20

66% 72%

100

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住のおおむね６５歳以上で要介護・要支援認定を受けていない高齢者（介護予防特定高齢
者に該当する者）で日常生活用具（腰掛便座、スロープ、歩行支援用具、安全杖、入浴補助用具）を
必要とする者

0

（当初予算)

10

100

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

在宅で生活している高齢者の割合

千円
0

高齢者自立支援日常生活用具給付等事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

46

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

10

日常生活の動作や移動が困難な高齢者の不便を解消する。

3 108

9 4

平成25年度

9

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

354

目標年度

4

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-32
0

0

22%

（※データ収集不可）

0

-46

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

件

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 74

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
-36

0
-36

67 35 319

0

0

35 -4
0

0 -36

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 74 38 354

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

虚弱の高齢者に対して自己負担１割で福祉用具を支給することにより、高齢者の心身機能低下防止、自立の促
進、生活の質向上につながり、行政として必要な事業であると考えられる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現在給付対象者の追跡調査を実施していないため、対象者に対して訪問を行い、制度利用後の状況を把握、
さらに保健師（看護師）理学療法士、作業療法士等が定期的に訪問し相談やリハビリについての助言指導など
を行うようにすることで効果を高めることは可能と考えられる。また、給付品目を見直すことにより成果向上が期
待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

要綱で給付限度額を決め、申請者のアセスメントを行い、業者より見積をとり、支給決定をしている。本人から販
売価格の１割を自己負担額として徴収しており、削減はできない。また、東京都の包括補助事業のメニューであ
り財源の確保を行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

年１回送付するアンケートにて二次予防事業対象者を決定しているが、
送付時と状況が変化した方などアンケートで二次予防事業対象者と決定
されなかった方について、個別で基本チェックリストに基づき支給決定を
行った。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

要綱で給付限度額を決め、申請者のアセスメントを行い、業者より見積をとり、支給決定をしている。本人から販
売価格の１割を自己負担額として徴収しており、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現在正職員１名で決定事務及び本人負担徴収事務を行っており、削減余地はない。

障害者日常生活改善給付事業が類似事業であるが、対象者が異なるため統合はできない。

×

現在、安全杖及び入浴補助用具の申請が主であるため、支給品目の見直しを実施することで、成果向上が期待で
きる。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

他市への調査。高齢者へのアンケート実施により、支給品目を検討を行う。

二次予防事業対象者であって日常生活用具を必要とする高齢者のうち全額自己負担での購入が困難な経済
状況にある者への影響が生じると考えられる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 9 0 0
期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在の利用者の実態調査を実施する。

現在の利用者の経済的負担が出現する。

○ ×

電話設置も安価になってきており、携帯電話も普及している中で、緊急時の連絡手段としてではなく経済的な支援
と位置付けになってきている現状を踏まえ、現在の利用者の身体状況及び取り巻く環境を調査した上で、事業の見
直しを検討していく必要がある。 成

果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

所得税または非課税世帯で国立市近隣に家族がいない一人暮らし高齢者または高齢世帯に限っているため、
対象者選定については公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託職員が事務を行っているため、削減余地はない。

しょうがいしゃ支援課にて福祉電話事業を実施しているが、対象者が異なるため統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

携帯電話の普及により、新規申請も少なく、年に１件程度であり、年々登
録台数は減少している。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

緊急時の連絡や安否確認のための連絡手段というより経済的な事業としての位置づけになっている。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

コストは最小限に抑えられている。通話料についても９０通話の上限を設けているため、削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

現在では電話設置費が安価となり、孤独感の解消、緊急時の連絡手段等の意味合いは薄れており、経済的な
支援として捉えられている中、市がこの事業を行う必要性は少なくなっていると思われる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

高齢者専用電話機を使用しているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

402 650

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

7007 7289

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

100%

在宅で生活している高齢者の割合

0

-110

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

11

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

15

7400

402

平成25年度

1215

平成26年度

・連絡手段を確保し、孤独感を解消する
・安否の確認

11

0

千円

千円

0
人

512

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

老人福祉電話事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住のおおむね６５歳以上の一人暮らし世帯又は全員が６５歳以上である世帯で、近隣に親族
が居住していない、非課税世帯で、定期的に安否の確認を行う必要がある世帯

0

（当初予算)

12

1

0

（目標値)

100% 100%

150

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・対象者からの申請があった場合、随時受け付け審査し助成を決定。通話料は９００円を限度として、その他回線使用料、配線使用料、機器使用料等を必要に応じて助成

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市老人福祉電話設置事業運営要綱法令根拠

昭和49

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

552

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内在住の65歳以上の一人暮らしまた
は高齢者世帯の数

利用件数

0

650

150

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

助成台数 台

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住のおおむね６５歳以上の一人暮らし世帯又は全員が６５歳以上である世帯で、近隣に親族が居住していない、非課税世帯で、定期的に安否の確認を行う必要がある世帯に電話を
貸与する事業。
＜業務内容＞①　利用する場合申請書により申請する。②　地域包括支援センター職員が実態把握③市が審査し、決定（却下）通知書を申請者に通知　④　利用者に貸与する。⑤　基本
料、月９０通話に相当する金額は、事業者からの請求に基づき全額を支払う。それを越えた部分は本人負担となる。
＜予算内訳＞役務費（通信運搬費　電話料）

千円 0 0 662

差額

（決算）

800 0 -110

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

100

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 150
時間 100

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

150 0

100

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 512

千円

うち委託料 千円

-110

物に係るコ
スト

0
0150 0

0 150
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -662 -552

その他 千円

-800 0 110

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

年に一度とはいえ、公的な慶祝行事であり、楽しみにしている方もいる中では影響が無いとは言えない。

○ ×

市として慶祝事業全体を検討する上で、高齢者全体の価値観が変化している現状を踏まえると、敬老大会という方
式でよいかそのものの見直しを図る余地はおおいにあるといえるが、過去、同様の問題点から今後のあり方につい
て検討会を開いたが、確たる方向性は出すことができず継続している経緯があるため、現時点では現状維持の形
式でやむを得ないと思われる。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者には全員案内状を送付しており公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

大会当日は職員で対応、装飾やバスなどは競争入札にて委託しており、削減余地は少ない。

慶祝を意図した事業として長寿祝金事業があるが、全員を対象としているものではないため、統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

多数の高齢者が集まる行事としては、事故等もなく、おおむね問題はな
かったといえる。市の慶祝事業として、参加者が一同に会する方法によ
り、機会を楽しみにされる方も多い。一方では、参加ができず、慶祝の意
が対象者に行き渡らないという現状もある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

高齢者全体の慶祝事業を敬老大会方式以外で実施することとなった場合。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現状では、演芸も民間団体を中心にしており、最低限の予算で実施している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市の慶祝の意図として式典は妥当性があると考えられる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

慶祝の手段として、敬老大会を実施する形の中では、式典だけでなく演芸なども取り入れており、向上余地は少
ない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

269
0

0
269

千円

1,834 1,782

0 59

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

7455 7596

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

100%

0

-280

0

#DIV/0!

物件費
-115
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

16.3

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

266

0

0

1,486

18.5

7888

1,834

平成25年度

11391383

平成26年度

長寿を祝ってもらう

1242

59

0

千円

千円

0
人

2,114
1,592

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

敬老大会事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住の75歳以上の高齢者

0

（当初予算)

14.4

1

1,500

1
（目標値)

300

100% 100%

2,450

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

9月の連休初日に市民総合体育館で、式典と演芸を行った。市社会福祉協議会との共催。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

内容はほぼ同等だが日程を体育館改修工事のため6月14日に前倒しする。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

4,612

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

75歳以上の高齢者数

75歳以上の方のうち大会参加者の割合

0

1,782

750

2000 0 200
100

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

大会参加者 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住の７５歳以上の高齢者を対象に敬老の日近辺に敬老大会を開催し、高齢者を敬い祝賀する事業。
＜業務内容＞①大会は、一部式典、二部演芸を企画し、芸能人・地域の出演者の出演交渉、契約　②会場設営・送迎バス運行委託の契約　　③対象者に対し郵送で案内状を出す　④物
品等の準備　⑤当日健康福祉部から30名程の職員を動員し午前、午後の２回開催する　⑥事業者からの請求に基づき市が委託料等を支払う。
＜予算内訳＞報償費　役務費（通信運搬費　保険料）　委託料

千円 0 0 4,623

差額

（決算）

4,498 0 -11

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100
1

100

1,500 1,500

500

200
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 750

1

時間 500

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,450 0

500

1
300

1

0

0

0

0
0

1
300

266

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 2,114

千円

うち委託料 千円

-280

物に係るコ
スト

0
0750 0

0 2,450

328

1,477

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

328

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,623 -4,612

その他 千円

-4,498 0 11

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
17  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

長寿を祝福し、市民の敬老思想の高揚を図ることに影響がある。

×

長寿祝金については、平均寿命も延びており、対象者年齢要件の見直しをおこなった。（７７歳廃止）

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

年齢を要件とし、受領拒否者を除き、全員に配布、訪問しているため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

長寿祝金について民生委員に配布してもらうことで高齢者の実態を把握してもらうという工夫をしている。
最低限の人数で事務処理をしているため、人件費の削減はこれ以上は難しい。

長寿慶祝はほかに敬老大会があるが、本事業と類似した事業はないため、他に手段はない。

コスト
削減 維持 増加

長寿祝金については、平均寿命も延びており、対象者年齢要件の見直し
をおこなった。（７７歳廃止）

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

長寿を祝う事業は継続すべきと考えるが、一定の年齢に達した高齢者に一律に祝金を支給する長寿祝金は、今後の急速な高齢者の増加が経費の急
増に直結することが必至と考えられる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

77歳の対象人数が600人以上おり、支給対象年齢の見直していくことがおよび９９歳、１００歳と続けて訪問を実
施しており、事業費の削減余地がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

高齢化が急速に進む中、高齢者福祉制度の充実は必要であり、公共の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

対象者にはほぼ全員に支給、訪問しているため、成果の向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

-490
0

0
-490

千円

124 50

0 9,830

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

959 903

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

人

人

100%

0

14

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

9

901

1711

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

3,820

0

0

9

956

9 11

331

124

平成25年度

331959

平成26年度

17

長寿への祝意を表す。

903

9,830

0

千円

千円

0
人

110

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

長寿慶祝事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

祝金…９月１５日において市内に住民登録され、年度内に７７歳・８８歳・９９歳に到達する人。
100歳訪問…年度内１００歳到達者

0

（当初予算)

331

2

0

1
（目標値)

100% 100%

0

11 17

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

上記のとおり。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

長寿祝金では７７歳の祝金が廃止となった。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市長寿祝金支給条例法令根拠

平成８

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

9,464

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

77・88・99歳の人数

年度内１００歳到達者人数

祝金を受け取った人数

１００歳訪問等件数

0

50

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

77・88・99歳の人数

１００歳訪問等件数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
昭和49年に国立市敬老金支給条例施行規則の全部の規則を改正し、平成8年に国立市長寿祝金支給条例の実施に伴い、敬老と長寿を祝うために開始された。
長寿祝金事業…９月１５日において市内に住民登録され、年度内に77歳・88歳・99歳に到達する人に民生委員を通して祝い金（10,000円）を渡すことにより、敬老と長寿を祝う事業。平成18
年度から99歳の人は市長が訪問している。
100歳訪問…年度内に100歳に到達した者の所に市長が訪問し、祝い金（30,000円）を渡すことにより、長寿を祝う。
100歳関連調査…国および都からの依頼に応じ、100歳以上の市民の人数などの調査を実施、報告する。
（予算の内訳）需用費、役務費、補助金

千円 0 0 9,940

差額

（決算）

3,870 0 -476

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

1
0

0

0

0
0

1

3,820

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 110

千円

うち委託料 千円

14

物に係るコ
スト

0
00 0

0 0

9,340

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

9,340

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -9,940 -9,464

その他 千円

-3,870 0 476

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
18  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,112 0 387

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,357 -1,970

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 125

1,248

-387

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 2,232

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
25

125 0

1
25

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

125 125

0

2,112 0 -387

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成７年北地域の都営住宅建替えに伴い高齢者の福祉サービスの拠点として、東京都が建設する都営住宅にサービスセンターを設置し、管理運営を委託開始。福祉会館は平成４年建替
え後にサービスセンターとして管理運営を委託開始した。
介護保険法に規定する通所介護サービス施設で公設民営のくにたち北高齢者在宅サービスセンター及びくにたち福祉会館在宅サービスセンターの2施設の管理運営を行う事業である。
主な業務の内容は次のとおりである。①センターの建物等の維持管理業務　②介護保険法に規定する通所介護サービス業務　③市が実施する介護予防デイサービス業務。　その運営管
理を行う事業者と委託契約（協定）　④委託料を支払う
平成18年4月1日から平成18年8月31日までの5ヶ月間は管理運営委託契約により行っていたが、平成18年9月1日から平成23年3月31日までは指定管理者として基本協定を締結した。指定
管理料は、単年度毎に市の予算査定の過程で決定し年度協定を結ぶ。23年度以降については、指定管理者としての５年間の事業内容が妥当と評価され、同じ事業者と引き続き5年間を指
定期間とする指定管理者として基本協定を締結し、指定管理料は、単年度毎に市の予算査定の過程で決定し、年度協定を結んでいる。
（予算の内訳）需用費（修繕）、委託料、備品購入費

千円 0 0 2,357

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数 人

0

00 0 0 0

1,987

1,970

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

通所介護事業所

利用者の満足度

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者在宅サービスセンター条例法令根拠

平成１２

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

上記委託料の他、冷蔵庫の購入と空調設備インバータ基板の取替修繕を行った。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

委託料は前年度と同様。その他自動ドアの修繕を行う予定。

（決算）
単位

1
（目標値)

25

100% 100%

125

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

要介護、要支援認定者及び二次予防事業対象者

0

（当初予算)

90

125

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

高齢者在宅サービスセンター管理運営事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

2,232
1,248

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

適切な管理運営ができる

12,000

2

1,845

平成25年度

86

平成23年度
（決算）

0

0

1,285

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

86.2

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-387

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

箇所

％

✔

2 2

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

1,845 1,987 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

指定管理者制度により、管理運営を含め介護保険サービスを社会福祉法人に行わせており妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

施設の管理運営については、これ以上向上の余地はない。
サービスについても介護保険制度に規定するサービスであり向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

指定管理とは、市の業務を指定して委託するという考えだが、介護保険法に規定する通所介護サービスについて、今後入れておく必要があるか検討
を要する。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は管理運営に必要な最低限度の額であり削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

施設建設から１０年以上経過し、備品類等に故障の恐れのあるものが増
えてきている。
今後指定管理については、依頼する業務内容について検討が必要であ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

指定管理者制度により実施されており公平公正である。。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

指定管理者制度により実施されており削減の余地はない。

×

指定管理者として、５年の事業内容が妥当と評価され、２３年度から同じ事業者が指定管理者となったことから、現
状維持とする。
ただし指定期間を５年間としているので、終了後の次回更新となった場合については、事業内容について検討を必
要とする。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

通所介護サービスを受けることを希望する高齢者は多く、地域性などを考えると影響は大きい。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
19  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,303 0 2

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

43

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,229 -3,227

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 90

43

0

-2

物に係るコ
スト

0
030 0

45

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3,096

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
12

90 0

20

1
12

嘱託職員人件費計（Ｅ） 30
時間 20

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

60 60

20

0
11

3,303 0 -2

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
高齢者が屋外に出て健康的に運動ができるよう、市がゲートボール普及への協力、ゲートボールコートの確保、大会開催の支援などを行い、高齢者の生きがい対策として推進している事
業。
主な業務の内容は次のとおりである。春の市長杯、秋の議長杯にメダル等の賞品を購入するほか、毎月ゲートボールコートの借り上げ費用や光熱水費の支払を行う。
（予算の内訳）報償費　需用費（光熱水費）　使用料

千円 0 0 3,229

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

ゲートボール連盟加入者、大会参加者

大会開催回数

人

30

00 0 0 0

3,168

3,227

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ゲートボール連盟加入者、大会参加者

大会参加者数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

昭和５４

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

ゲートボール専用コートの借り上げ費用支出、大会賞品の購入、市内公園の使用・減免申請手続き

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同じ

（決算）
単位

1
（目標値)

12

100% 100%

90

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ゲートボール愛好者・国立市ゲートボール連盟加入者

0

（当初予算)

52

1

60

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

ゲートボール普及・育成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

3,096
0

（決算）（Ａ）

43

0

千円

千円

0
人

平成26年度

2

仲間を作ることができる。

52 5252

2 2

52

3,094

平成25年度

52

平成23年度
（決算）

45

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

52

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-2

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

回

人

✔

52 52

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 43

千円

3,094 3,168 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

健康増進や生きがい対策として行っており、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

連盟会員数やチーム数の減少がみられており、普及や会員増のための方策が必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

連盟会員数やチーム数の減少がみられており、普及や会員増のための方策が必要である。

有償借地を解消し、既存の公園にあるゲートボール場を利用できないか来年度検討する。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

有償借地を解消し、既存の公園にあるゲートボール場を利用する。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

高齢者の関心が多様化し、社会活動やスポーツが拡大しているため、
ゲートボール人口が減ってきている。ゲートボール場専用用地の利用も
減ってきているため、来年度以降継続するかどうか検討する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

ゲートボール愛好者が減少している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×

子供や若年層へゲートボールを広め、愛好者の増加を図る必要がある。有償借地を解消し、既存の公園にある
ゲートボール場を利用する。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

有償借地を解消し、既存の公園にあるゲートボール場を利用するために、連盟や会員の方との調整を図る。

行政の支援中止により、高齢者の健康増進・生きがい対策としてのゲートボール競技の普及振興に支障が生
じる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-190 0 1

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

180

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -191 -190

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 10

180181
0

物に係るコ
スト

0
00 0

180

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
2

10 0

1
2

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

10 10

0

190 0 -1

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
国立市議会に陳情が提出され、採択されたことに基づき、平成20年度より実施。在日外国人等高齢者・障害者で公的年金の受給要件を制度上満たすことができない人に対して,在日外国
人等高齢者・障害者福祉給付金を支給する。おもな業務の内容は次のとおりである。　公的年金の受給要件を制度上満たすことができない人からの申請、決定もしくは却下、決定者に対し
ては年2回福祉給付金（月額15,000円）を支給する。決定者からは年1回6月に現況届の提出を受け、現況の確認をする。
（予算の内訳）役務費、扶助費

千円 0 0 191

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請受付件数

0

00 0 0 0

190

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象者数

給付者数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市在日外国人等高齢者、障害者給付金支給要綱法令根拠

平成２０

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

上記のとおり

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

上記のとおり

（決算）
単位

1
（目標値)

2

100% 100%

10

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

公的年金の受給要件を制度上満たすことができない人

0

（当初予算)

1

10

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

外国人等福祉給付金支給事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

福祉の増進を図る。

1 11

1

平成25年度

1

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

180

目標年度

1

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

1 1

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 181

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
-1

0
-1

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本来　公的年金制度の中で支払うべきものである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

対象者がいなくなった時

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

本来、公的年金の受給要件を満たさない人が対象であるので、公的年金
制度等のなかで支給すべきであるが、国の制度の中で対応できない中で
市が事業を実施している。支給要件を満たす対象者は少ないと考えられ
るので現状維持とする。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

公的年金の受給要件を制度上満たさない者を対象としているため、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

公的年金の受給要件を制度上満たさない者を対象としており、廃止等の場合は、給付金の受給ができなくなる
ものであり、対象者の生活への影響は大きいといえる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
20  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

都の要綱に基づくものであり、不公平性はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限度の人数で行っており、削減できない。

コスト
削減 維持 増加

支援は適切に行われているが、老人クラブ加入者が減少傾向、より高齢
化傾向にあり、連合会活動にも影響がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

クラブ員の減少や高齢化が進んで、連合会の運営ができなくなる状態

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-1

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 252 251 252 0

0

0
0

252 251 252

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 810

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

26 26

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

クラブ

人

80%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-1
0

0

1321

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

810

0

0

1294

27

平成25年度

810000810000

平成26年度

社会活動に参加し、交流することができる。

810000

810

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

老人クラブ連合会活動支援事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

老人クラブ連合会、老人クラブ加入者

0

（当初予算)

1321

1

400

1
（目標値)

80

80% 80%

430

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

国立市老人クラブ連合会への補助金交付。東京都へ活動実績報告、前年度補助金精算書提出、都への補助金返還。軽スポーツ大会・施設見学会・東京都老人クラブ大会同行（バス添
乗）、市老連・都老連会総会出席、老人クラブ紹介市報掲載

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都区市町村老人クラブ連合会運営要綱法令根拠

昭和46

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

1,240

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市老連加入クラブ数

市老連加入者数

0

30

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市老連への補助金額 円

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
老人クラブ連合会は単位老人クラブに対する指導事業及び幅広い社会活動促進のための諸事業を行い高齢者の社会参加を促進することを目的としており、その運営費を助成する事業。
毎年５月、老人クラブ連合会からの補助金申請（前年度会計報告書、事業報告書、当年度会計予算書、事業計画書添付）により当年度助成金を支払い、同月東京都へ前年度事業実績報
告書を提出、翌年１月東京都へ当年度補助金申請書提出により、３月都補助金入金となる。
主な業務の内容は、補助金を交付するほか、老人クラブ連合会が行う研修や大会参加時のバス運行の添乗である。
（予算の内訳）負担金補助及び交付金。

千円 0 0 1,240

差額

（決算）

1,240 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

400 400

20

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 30
時間 20

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

430 0

20

1
80 0

0

0

0
0

1
80

810

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
030 0

0 430

810

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

810

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -988 -989

その他 千円

-988 0 -1

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
21  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-480 0 -37

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

224

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -480 -517

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 400

224

0

物に係るコ
スト

0
00 0

240

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
80

400 0

1
80

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

400 400

0

640 0 -16

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
都の助成事業開始により、事業開始。
老人クラブ連合会が、健康づくりに関する実践活動、健康に関する知識等についての普及等を行い高齢者の健康維持・増進を図る事業に対し助成する事業に補助金を交付する。東京都
からの補助金は、５月に前年度の事業実績報告書を提出、６月に当年度の事業計画書を提出し、1１月の当年度補助金申請により、１月に交付される。市の補助金は、３月に市老連から助
成金の申請（当年度事業実績報告書添付）を受け、交付している。

（予算の内訳）負担金、補助及び交付金

千円 0 0 640

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市労連「健康づくり事業」への助成金額 人

0

00 0 0 0

624

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

60歳以上の高齢者数

老人クラブ連合会加入者数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都区市町村老人クラブ連合会運営要綱法令根拠

平成16

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

国立市老人クラブ連合会の健康事業への補助金交付。東京都へ健康づくり活動実績報告、補助金精算および老人クラブ助成補助金に係る協議資料提出。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける。

前年度に同じ

（決算）
単位

1
（目標値)

80

75% 83%

400

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国立市老人クラブ連合会

0

（当初予算)

1321

400

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

老人クラブ連合会健康づくり活動支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

240

0

千円

千円

0
人

平成26年度

健康に関する知識を得ることができる。

224466 240000240000

20274

平成25年度

1294

平成23年度
（決算）

240

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

1321

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-53
0

0

75%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

19757 20125

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 240

千円

0 0 0

0

0

0

0

-16
0

0
-16

160 107 160

0

0

0
0

0 -53

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 160 107 160

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国や都が支援している事業であり、市としての関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

市として健康づくり事業を支援するのは適切である。市民への老人クラブ
活動の周知や、会員増強のためにも老人クラブ連合会の加盟クラブやク
ラブ員のみを対象とするのではなく、多くの市民が参加できるような事業
の企画が求められ、この点についての市の関与も必要となっていると考
えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

都の要綱に基づくものであり、不公平性はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限度の人数で行っている

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市が上乗せしている補助金の支給を中止した場合は、「健康づくり事業」が縮小される、または老人クラブ連合
会の持ち出しが増えることになる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
22  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,968 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

7,776

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,709 -3,709

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,030

7,776

0

物に係るコ
スト

0
030 0

8,064

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
200

1,030 0

20

1
200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 30
時間 20

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 1,000

20

0
11

9,094 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
昭和５１年頃から老人クラブ単独の活動を支援。
老人クラブは,市内に在住するおおむね６０歳以上の高齢者で構成され、町会（自治会）単位ごとに結成されている。現在２６の単位クラブがあり約１４0０名の会員がいる。単位クラブは、健康
増進、教養学習、社会参加などの活動を行っており、その運営費を助成する事業。毎年５月、各クラブからの補助金申請（前年度会計報告書、事業報告書、当年度会計予算書、事業計画
書添付）により当年度助成金を支払い、同月東京都へ前年度事業実績報告書を提出、1１月東京都へ当年度補助金申請書提出により、翌年1月都補助金入金となる。
（予算の内訳）負担金及び補助、交付金

千円 0 0 8,806

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

補助金額 円

30

00 0 0 0

8,806

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

老人クラブ数

老人クラブ加入者数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都区市町村老人クラブ運営要綱法令根拠

昭和４６

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

各クラブへの補助金交付。東京都へ活動実績報告、補助金精算書提出、都への補助金返還。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

200

42% 42%

1,030

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

老人クラブ会員

0

（当初予算)

1357

1

1,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

老人クラブ活動支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

7,776

0

千円

千円

0
人

平成26年度

高齢者の社会活動・地域における交流の促進

7776000 80640007776000

28

平成25年度

1346

平成23年度
（決算）

8,064

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

1357

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

44%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

クラブ

人

✔

27 27

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 7,776

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

5,097 5,097 5,126

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 5,097 5,097 5,126

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国や都が支援している事業であり、市としての関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

支援は適切に行われているが、加入会員の減少が続いており、高齢の会
員が増え、地域活動、社会奉仕活動が停滞するクラブがある。新規会員
の増加を図ることが課題である。
地域社会と繋がった活動の促進を図る必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

都の要綱に基づくものであり、不公平性はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限度の人数で行っており、削減できない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市が上乗せしている補助金の支給を中止した場合は、活動が縮小される、または各クラブの持ち出しが増える
ことになる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
23  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-7,488 0 209

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -6,719 -6,510

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 900

11,219

-218

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 11,437

千円

うち委託料 千円

-20

-100

0

-100
0

1
180

900 0

1
200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 900

0

14,075 0 -318

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
一人暮らし等で家庭にひきこもりがちな高齢者等が、定期的に通所し、各種サービスを受けることで社会交流の促進、心身機能の維持向上、生きがいのある生活につなげる事業。本人負担
はなし。食費のみ実費
主な業務の内容は次のとおりである。①上記に該当するものからの申請　②市が通所の可否を決定し、決定（却下）通知書を国立市社会福祉協議会を通して申請者に通知する。 ③事業を
社会福祉協議会に委託し、４施設６会場で実施　④四半期ごとに委託料を支払う。
（予算の内訳）　委託料

千円 0 0 12,437

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用実人数 人

0

00 0 0 0

13,175

12,119

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

申請者数

１日平均利用人数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市デイ・ホーム事業実施要綱法令根拠

昭和５９

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①上記に該当するものからの申請の受付　②決定通知書を社会福祉協議会を通じ通知する③社会福祉協議会で事業を実施　④四半期ごとに委託料を支払う

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

180

54% 54%

1,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

一人暮らし等で家庭にひきこもりがちな高齢者または日中一人暮らし同様の生活をしている高齢者
で、他者の介助を必要とせず通える者

0

（当初予算)

12

900

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

デイホーム事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

11,437
11,437

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

ひきこもりがちになることを防ぐ。

85 9086

90

11,219

平成25年度

11.9

平成23年度
（決算）

0

0

13,175

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

12

-218
0

（Ｂ）-（Ａ）

-109
0

0

53%

0

-218

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

90 89

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

11,219 13,175 0

0

0

0

0

0
0

0
0

5,718 5,609 6,587

0

0

0
0

0 -109

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 5,718 5,609 6,587

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

地域での見守り等が希薄になっており、自ら進んで外に出られない高齢者に対する場の提供は行政として必要
である。介護保険のサービスを利用しない高齢者を支援することは市として必要であると考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

長期間の利用者がいるため、新たな利用者との経験差が出てしまう。また、事業が女性が多いことから女性向け
のものになっていることなどから、利用者の増につながらない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

長期に通所している高齢者がおり、一部の利用者に偏っている現状はある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

食事サービスについて、調理ボランティア等の協力が得られなくなり、食事サービス事業者からの配食を受けて
いる状況にあり、応分の負担を求めることにより事業費の削減を図れる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

１０年以上通所している高齢者が８名、５年以上は約4割を占め、平均年
齢は80歳と高い。また男性は2名のみとなっており、利用者に偏りがみら
れる。事業内容では陶芸が全体の５割を占め、残りを体操、リズム、レクリ
エーション､折紙が行われ、事業も偏っている状況にある。しかし、長期に
通所されていて介護認定を受けていない高齢者が多いことは、この事業
が介護予防につながっている部分があると推測される。
長年デイ・ホーム事業に参加していた利用者が要支援認定され通所でき
なくなった場合、次のサービスへの円滑な移行を検討する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

長期に通所している高齢者がおり、一部の利用者に偏っている現状はある。食事分の実費以外の費用徴収が
ない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

国立市社会福祉協議会に事業を委託しており、市が行う業務は通所決定決裁及び支払事務程度であり削減の
余地はない。

いわゆる元気高齢者の通所事業はこの事業以外にない。

×

要介護、要支援者、特定高齢者については介護保険制度の通所サービスの利用が可能であるが、一般高齢者に
対する介護予防事業としての通所サービスはこの事業だけであるので、介護予防の視点を重視した事業内容を盛
り込んだものにする。また、受益者負担を検討する。 成

果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

今後は介護保険制度見直しによる日常生活総合事業ともかかわってくるので、デイホームの事業内容の見直しを検討する。

デイホームに通所することで、要介護状態にならないでいる高齢者や９０歳前後でここに通うことだけを楽しみ
にしている高齢者の生きがいを奪うことになる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

対象講座の拡大の検討（学校法人以外の講座）

申請者は毎年申請している方も少なくない。その方にとって助成金がなくなることで講座の参加意欲の低下に
つながる恐れがある。

○ ×

近年生涯学習講座は、様々な団体で実施されており、学校法人に限らず、民間企業でも多く実施されている。申請
対象講座を広げることで、利用者の増加ひいては介護予防にもつながると考えられる。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市内在住の65歳以上が対象となっているため公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託員により申請受付から決定支給まで処理しており、削減の余地はない。

類似事業がないため。

コスト
削減 維持 増加

近年の利用率がほぼ横ばいとなっている。周知方法及び対象講座拡大
について検討の余地がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

対象講座の拡大の検討（学校法人以外の講座）

対象者及び助成金額の見直し

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

対象者、金額の見直しによって事業費を削減する余地がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

高齢化率は年々上昇しており、さらに今後も高齢化は進行していくことが想定されている。その間、介護保険制
度の定着が進み、要介護・要支援認定者数と利用にかかる介護給付費もそれぞれ増加している。その中で予
防という観点からも健康の保持・増進事業に力を入れる必要がある。65歳以上の高齢者が健康になれば、要介
護者数の減少につながり保険制度の健全な運営に結びつくので妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

学校法人以外の講座も申請可能とすることで向上の余地があると思われる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

-11
0

0
-11

千円

0 0

0 492

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

15114 15590

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

100%

高齢者（65歳以上）の社会参加率

0

-11

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0.6

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

485

0

0

0.6

16000

平成25年度

97101

平成26年度

生きがいの増進につながる

98

492

0

千円

千円

0
人

11

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

シルバー学習講座利用助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住の６５歳以上の人

0

（当初予算)

0.6

1

0

（目標値)

100% 100%

150

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

助成申請受付、資格・修了書と領収書を確認、名簿記入重複確認を行う。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市シルバー学習講座利用助成事業実施要綱法令根拠

平成2

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

631

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

65歳以上の人数

利用率（利用者数／65歳以上の人数）

0

150

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住の６５歳以上の人が、学校法人が実施する学習講座を受講し修了した場合受講料の一部を助成する事業。

＜業務内容＞
①上記に該当するものから受講終了後３ヶ月以内に修了書と領収書を添付して申請
②市が決定通知書を申請者に通知
③申請者に受講料の１/４,　５０００円を限度に年度に１回(毎年4月1日から翌年3月31日までの間）助成金を支払う

＜予算内訳＞　　補助金

千円 0 0 653

差額

（決算）

635 0 -22

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

100

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 150
時間 100

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

150 0

100

0

0

0

0
0

485

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 11

千円

うち委託料 千円

-11

物に係るコ
スト

0
0150 0

0 150

481

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

481

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -653 -631

その他 千円

-635 0 22

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 6 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,120 0 140

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5,947

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,250 -3,110

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 900

5,947

-3

物に係るコ
スト

0
0900 0

6,020

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

900 0

600
嘱託職員人件費計（Ｅ） 900

時間 600

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

600

0
11

6,920 0 -22

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住の６５歳以上の人が、一泊5,000円以上の宿泊費を伴う保養施設を利用した場合、その宿泊料の一部を助成することにより高齢者の健康増進を図る事業。申請者に一人１泊2,000
円（後期高齢者医療受給者は5,000円）を限度に助成金を年度に1回交付する。

＜業務内容＞

①宿泊後３ヶ月以内に保養施設が発行した領収書等を添えて申請する
②名簿に記入することにより重複していないか確認③申請時に記入された口座に振り込む

＜予算内訳＞　補助金

千円 0 0 6,869

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受給者数 人

900

00 0 0 0

6,847

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

65歳以上の人数

利用率（利用者数/65歳以上の人数）

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者保養施設利用助成事業実施要綱法令根拠

平成元

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

助成申請受付、名簿記入重複確認、支払事務

高齢者の自立の支援
（住み慣れた地域で健康で生活機能を保持・向上し生活の質を高める）

前年度同様

（決算）
単位

（目標値)

47% 45%

900

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住の65歳以上の人

0

（当初予算)

10.6

1

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

高齢者保養施設利用助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

3

（決算）（Ａ）

5,966

0

千円

千円

0
人

平成26年度

健康を保持増進できる（疲れが癒せリフレッシュできる）

1518 17001681

15900

平成25年度

11.1

平成23年度
（決算）

6,020

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

9.7

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

45%

0

-3

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

✔

15114 15590

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 5,966

千円

0 0 0

0

0

0

118

-19
0

0
-19

0
3,619 3,737 3,800

0

0
0

0 118

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 3,619 3,737 3,800

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

高齢化率は年々上昇しており、さらに今後も高齢化は進行していくことが想定されている。その間、介護保険制
度の定着が進み、要介護・要支援認定者数と利用にかかる介護給付費もそれぞれ増加している。その中で予
防という観点からも健康の保持・増進事業に力を入れる必要がある。65歳以上の高齢者が健康になれば、要介
護者数の減少につながり保険制度の健全な運営に結びつくので妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

実際に対象となる旅行に行った人がどれくらいいるかは不明ではあるが、現状の利用率はいわゆる元気高齢者
の方の割合と比較しても低い結果となっており、向上させる余地はあるといえる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用率の向上。

市全体で現金給付制度の見直しの方向になった場合。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

対象者、助成額（成果）を下げる以外に削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

対象者に対する申請者の割合が少ないため、制度周知の方法を検討し
ていく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市内在住の65歳以上が対象となっているため公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

窓口から申請内容確認、支給にいたるまで嘱託職員において実施しており、削減余地はない。

他に類似事業はない。

×

高齢化が進む中、対象年齢が65歳で妥当なのか、現金給付であることの是非なども含め制度そのものを考えてい
く必要があるが、元気高齢者施策が少ない中では、現状維持とする。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

利用者は少しの助成金でも楽しみにしているため、事業がなくなることは外出機会の減少を招きかねず、結果
として高齢者の健康増進を妨げる一因にもつながる可能性がある。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 市  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現に利用している人にとっては、趣味活動の場を失うこととなる。

○ ×

民間レベルでも一定の費用負担により農地を借りることができるようになっていることから、必ずしも行政が農地を提
供しなくても、広く高齢者の健康増進の観点から他の施策の充実によっては、抜本的見直しも可能。一方、昨今の
高齢者は生活形態の多様性から、多彩な趣味活動を行っている方が多いが、その中で農園活動は、身体も使う健
康的な趣味といえることから、健康増進施策の一メニューとしては適切性が高いことから、当面は現状維持とし、高
齢者の健康増進施策の一助として展開することは妥当である。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

無償農地のため、応分負担はできない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

抽選時は係全体で対応、定期清掃時は正職員１名嘱託員１名で実施しており、これ以上の削減余地はない。

市事業の中で類似事業はないため、統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

農園の区画については、たまに利用者の事情で空きが出ることもあるが、
補欠者により随時埋まっており、円滑な運営ができていたと考える。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

市で年齢制限のない市民農園の実施。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

農地は無償提供を受けており、経費は農園利用における光熱水費、ごみ処理手数料、消耗品等であり、削減
余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

農園を提供することそのものは、必ずしも行政が行わなければならないとはいえないが、広く高齢者の健康増進
は行政の責務であり、妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

農園利用だけで高齢者の健康が保たれているものではなく、成果そのものが図れない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

-13,000
0

0
-13,000

千円

82 3,285

0 13,000

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

19757 20125

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

区画

人

100%

0

-89

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

3,174

88 88

20274

82

平成25年度

140140

平成26年度

88

農園を利用し、野菜などの作物の栽培を行うことにより、健康増進が図れる。

140

13,000

0

千円

千円

0
人

171
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

高齢者レジャー農園事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住の６０歳以上の者（世帯に一人）

0

（当初予算)

1

500

1
（目標値)

100

100% 100%

650

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

２か所の農園の貸し出し。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

農園の貸し出し、園芸指導。2年に一度の利用者決定のための抽選会。谷保農園整備のための工事。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市老人レジャー農園事業運営要綱法令根拠

昭和57

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

732

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

60歳以上の市民

農園利用により健康増進が図られた者
の人数

0

3,285

150

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

貸し出し区画　谷保農園

貸し出し区画　矢川農園

区画

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住の６０歳以上の人が、野菜や草花等の栽培をすることにより、趣味活動を助長し健康増進につなげる事業。
市が500㎡以上の土地を無償で借用（平成23年度現在２箇所）し、２年間一区画９㎡の土地を市民に無償で提供する。
＜業務内容＞①２年ごとに市報で募集する。　②公開抽選により利用者を決定する。　　③年２回の草取りを利用者が行う　④辞退者が出た場合、補欠を繰り上げる　⑤補欠が欠けた場合
は公募　⑥利用初心者に対する園芸指導を行う。
＜予算内訳＞需用費（光熱水費）

千円 0 0 13,821

差額

（決算）

3,935 0 -13,089

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

500 500

100

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 150
時間 100

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

650 0

100

1
100 0

0

0

0
0

1
100

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 171

千円

うち委託料 千円

-89

物に係るコ
スト

0
0150 0

0 650
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -13,821 -732

その他 千円

-3,935 0 13,089

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

申請すれば支給を受けられる対象者にとっては、経済的負担が増えることにつながる。

○ ×

平成22年度において改正を実施しているため、当面現状維持とする。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

平成22年度に公平性の観点から所得制限の撤廃を実施するとともに年度に一回5,000円の上限を設ける改正
を実施しており、適切であるといえる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請受付、決定・支払事務は嘱託員が実施しており、削減余地はない。

類似事業はないため、統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

定期的に制度周知を実施していく。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

市全体での現金給付の見直し。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

元気高齢者の増大による入院の減少などの外的要因以外は削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

入院生活には、医療費以外にも通常の生活に必要なこと以外にも必要な品などもあり、その一部にあてることが
できるような見舞金を支給することは、高齢者の生活の扶助につながることから、妥当性はある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

監査要望を受けて、市報はもちろんのこと、入院した高齢者にかかわるような関係者に対しても、制度のPRを実
施しており、制度を知らなかったがために支給を受けられない高齢者の減少も図っており、向上の余地は少ない
といえる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
-725

0
-725

千円

0 0

0 2,160

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

100%

0

-28

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

287

（決算見込み)（Ｂ）

2,195

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

432

平成25年度

439432

平成26年度

見舞金を受給することで、経済的負担が軽減される

287

0

千円

千円

0
人

28

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

高齢者入院見舞金支給事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内一年以上居住65歳以上高齢者で、7日以上入院した者

0

（当初予算)

439

1

0

（目標値)

100% 100%

900

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

申請、内容審査、支払い

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

申請、内容審査、支払い、市報等によるPR

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者入院見舞金支給に関する条例法令根拠

昭和62

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

2,335

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象者数

（※データ収集不可）

支給決定者数

0

900

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内1年以上居住65歳以上高齢者が7日以上継続して入院した場合、年度に一回5,000円を限度にを支給する。
＜業務内容＞①対象者からの申請受付②内容審査③決定通知の送付④助成金の支払い
＜予算内訳＞扶助費

千円 0 0 3,088

差額

（決算）

3,095 0 -753

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

600

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 900
時間 600

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

900 0

600

0

0

0

0
0

2,195

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 28

千円

うち委託料 千円

-28

物に係るコ
スト

0
0900 0

0 900

1,4352,160

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

1,435

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,088 -2,335

その他 千円

-3,095 0 753

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
28  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-75 0 25

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -50 -25

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 25

0

物に係るコ
スト

0
00 0

50

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

-5

-25

0

-25
0

1
10

50 0

1
10

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

50 25

0

100 0 -25

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成５年、東京都補助事業として、東京都実施要綱に準じて開始。老人性白内障のため水晶体摘出手術を行ったが、身体上の理由により眼内レンズ挿入術を受けられない高齢者に対し、
特殊眼鏡及びコンタクトレンズ（以下「特殊眼鏡等」という。）を購入する費用の一部（特殊眼鏡1式40,000円コンタクトレンズ1眼につき25,000円を限度）を助成する。①対象者からの申請②所
得要件（扶養０人の場合、控除後所得2,572,000円）などの内容審査③決定（却下）、決定者には助成金の支払い（予算内訳）扶助費

千円 0 0 50

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請者数

0

00 0 0 0

25

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象者数（データ収集不可）

支給決定者数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市老人性白内障特殊眼鏡等購入費助成事業実施要綱法令根拠

平成５

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

実績なし

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様（申請があれば受理、内容審査、支払い。）

（決算）
単位

1
（目標値)

5

100% 100%

50

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に居住する満65歳以上の者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。
(１)　老人性白内障のため水晶体摘出手術を行ったが、身体上の理由により眼内レンズ挿入術を受
けられない者

0

（当初予算)

1

50

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

老人性白内障特殊眼鏡等購入助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

摘出した水晶体のかわりとなる眼内レンズが使用できない高齢者が購入する特殊眼鏡
等の費用が一部助成されることで経済的負担が軽減される

0 10

平成25年度

0

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

50

目標年度

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

75%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

25

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 25

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

健康増進や生きがい対策として行っており市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

成果指標をつかむことはきわめて困難であるが、過去の経緯などからは該当となるケースそのものが少ないと推
定される。相談を受けることもあるが、水晶体摘出手術を受けた上で眼内レンズ挿入術を受けられないという制
度上の対象者であることはきわめてまれであることから、かりにPRを図るなどの措置を実施しても、成果向上には
あまり結びつかないと考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

申請者自体が非常に少ない事業ではあるが、福祉増進の観点からは引
き続き継続が妥当といえる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

所得要件を設定しており、公平性は保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務量そのものもほとんどないため、余地はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

対象者がきわめて少ない事実はあるが、実際に該当した場合、対象者の経済的負担が増加する。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
29  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-35,080 0 4

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

35,004

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -35,094 -35,090

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 86

35,004

-4

物に係るコ
スト

0
036 0

34,994

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 4

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
10

86 0

24

1
10

嘱託職員人件費計（Ｅ） 36
時間 24

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

50 50

24

0
11

35,080 0 -4

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
原則として６５歳以上の人で、身体上又は精神上著しい障害があるため、常時介護を必要とし、かつ居宅において介護を受けることが困難な高齢者が入所する特別養護老人ホームを社会
福祉法人等が建設する際、市と社会福祉法人の間で協定書を締結し、建設費の一部を補助することで、市民用ベットを安定的に確保する事業。
主な業務の内容は次のとおりである。①社会福祉法人から協定書に基づき補助金申請がある。②市が申請書を審査し、補助金決定通知書を送付する。③社会福祉法人から請求があり、補
助金を支出する。
（予算の内訳）　補助金

千円 0 0 35,094

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

補助実施施設数 人

36

00 0 0 0

35,090

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

補助実施法人数

確保ベット数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
協定書法令根拠

昭和５９

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①社会福祉法人からの補助金申請　②市から決定通知書を送付　③社会福祉法人から請求に対し補助金を支出する。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

10

100% 100%

86

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民用ベットを確保することが可能な特別養護老人ホームを建設する社会福祉法人

0

（当初予算)

179

1

50

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

特別養護老人ホーム建設費補助事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

4

（決算）（Ａ）

35,004

0

千円

千円

0
人

平成26年度

市民が利用することができうるベットを確保する。

8 88

8

平成25年度

179

平成23年度
（決算）

34,994

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

179

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-4

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

箇所

床

✔

8 8

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 35,004

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

老人福祉法による措置の時代に、入所対象者に対し受け入れる施設が少なかったための事業であり、ベット数
を確保することは行政の責務であり、その債務を負担しているものであるので当然市が行う必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

協定書に基づき債務負担行為として補助しているものであり、向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

建設費補助期間の終了

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

協定書に基づき債務負担行為として補助しているものであり削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

老人福祉法の措置の時代から介護保険法の契約の時代に変わったが、
社会福祉法人とは引き続き入所を継続している。
退所者が出た場合、確保ベッド数に満たない期間を極力短縮するよう、施
設に要請した。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

協定書に基づき債務負担行為として補助しているものであり見直しの余地はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

補助金の交付申請、交付決定、支払事務を職員が行っておりこれ以上削減の余地はない。

×

入所することが難しい状況にはあるが、協定書に基づくベット数の確保はされており現状のまま特に改善の必要は
ない。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

社会福祉法人との協定書により、ベッド数と財源補助が規定されており、協定を破棄することは考えられない。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-46,707 0 -5,145

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -30,360 -35,505

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 975

34,530

5,145

物に係るコ
スト

0
075 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 29,385

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
180

975 0

50

1
180

嘱託職員人件費計（Ｅ） 75
時間 50

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

900 900

50

0
11

46,707 0 5,145

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
老人福祉法(１９６３年制定）に基づき、高齢者の生存権を保障するために、市町村が実施主体となり1987年より実施。
法の規定により、市内在住の６５歳以上の人に対し、福祉の増進を図るため、必要に応じて施設入所措置した人に要する費用を負担する事業
主な業務の内容は次のとおりである。①上記に該当するものから措置申請　②市が措置開始決定(却下）通知書を申請者に通知し、申請者は措置入所される　③被措置者から所得に応じ
た本人負担分を収納する　　④老人ホーム等に対し措置に要した費用を支払う

（予算の内訳）役務費（通信運搬費）、委託料

千円 0 0 30,360

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

新規入所者数 人

75

00 0 0 0

45,732

35,505

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

延べ入所者数

措置されたことにより心身の健康が保持
され安定した生活を送ることができるよ

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市老人福祉法施行細則法令根拠

昭和62

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

新規措置者　6名

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

上記事務事業概要のとおり

（決算）
単位

1
（目標値)

180

100% 100%

975

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

65歳以上で、次のいずれかに該当する者。①身体上、精神上又は環境上の理由及び経済的理由に
より居宅において養護を受けることが困難であること②身体上又は精神上著しい障害があり、介護保
険法に規定する福祉施設入所することが困難である③養護者がいないか、養護者に養護させること

0

（当初予算)

21

1

900

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

老人保護措置事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

29,385
29,369

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

心身の健康の保持と生活の安定。

65

21

34,530

平成25年度

17

平成23年度
（決算）

0

0

45,732

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

21

5,161
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

5,145

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

17 21

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

34,530 45,732 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

老人の福祉の増進を図ることは、市町村の責務（老人福祉法に規定）であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

本人負担金は応能負担となっているため。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

空きがあり、受け入れが昨年度と比較すると可能な施設があったが、緊
急一時的措置の予定が長期化している者も見られ、新規入所者数も増加
しているため、市の負担は増えている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法令に基づく対象者について、措置を行っているため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

庁内に類似事業はない。老人福祉法に基づく事業のため。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

地域に住んでいる高齢者が心身の健康の保持および安定した生活を送るためのセーフティネットとしての役割
を帯びた事業のため。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-5,475 0 1,078

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,029 -3,951

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 800

3,151

-1,078

物に係るコ
スト

0
0300 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 4,229

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
100

800 0

200

1
100

嘱託職員人件費計（Ｅ） 300
時間 200

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

500 500

200

0
11

5,475 0 -1,078

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
70歳以上一人暮らしの者等に対し、浴場組合発行の都内共通入浴券を月4枚支給することで、健康保持と社会参加の促進を図る。
＜業務内容＞
①上記に該当する者からの申請②民生委員による調査③支給の決定④申請者に決定通知とともに入浴券を支給⑤継続の場合は4月に3か月分12枚支給とともに次回の支給希望を確認、
継続希望者に対しては7月に9か月分36枚を支給⑥立川浴場組合と委託契約、年に一度都内共通入浴券の購入とともに、実際に使用された入浴券について浴場組合においてとりまとめ報
告、市は委託料を支払う
＜予算内訳＞委託料

千円 0 0 5,029

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数

入浴券支給枚数

人

300

00 0 0 0

4,675

3,951

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

70歳以上一人暮らし高齢者数
65歳以上のみ世帯で入浴設備がない世
帯
支給入浴券の利用割合

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者入浴券支給事業実施要綱法令根拠

昭和63

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用者からの申請、民生委員が調査、利用者に決定通知、入浴券の支給、委託料の支払い　委託契約事務

65歳以上の高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

100

100% 100%

800

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

70歳以上一人暮らし高齢者及び65歳以上のみから構成される入浴設備がない世帯

0

（当初予算)

7.2

1

500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

入浴券支給事業

千円

平成24年度

割

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

4,229
4,173

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

10388

入浴券を支給、利用してもらうことにより、高齢者の健康保持及び社会参加の機会が増
える

222 230228

11248 10796

3565

3,151

平成25年度

8.1

平成23年度
（決算）

0

0

4,675

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

6.3

-1,022
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-1,078

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

枚

割

✔

3337 3462

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

3,151 4,675 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上は行政としてかかわらなければならないことである。今後、独居老人、認
知症高齢者が増加の傾向にあり、国立市でも同様の傾向にある。地域で安心して生活するためには、銭湯とい
う公共の場に定期的に顔を出す機会を確保することにより健康増進と社会参加を助長することは市の役割であ
り妥当といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

支給枚数が利用枚数につながっていないところがあるため、支給者の利用を促すようなPR等を行うことにより利
用率を上げることも検討の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用枚数の向上。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最小限の事業費で実施しているため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

支給枚数が利用枚数につながっていないため、社会参加の目的を果たし
切れていない可能性がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

７０歳以上一人暮らし高齢者の社会参加促進に加え、６５歳以上の方のみで構成されている世帯で入浴設備の
ない者も対象としており、公平・公正であるといえる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

決定事務及び立川浴場組合との契約事務は職員1名で実施し、4月及び7月の発送事務については嘱託員1名
で実施しているため削減余地はない。

類似事業がないため、統廃合及び連携が出来ない。

×

利用率が上がるＰＲ方法を検討する。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

入浴券事業のＰＲ、利用者へのアンケート実施

利用者の健康が保たれず生活の質が低下することや地域から孤立する状況が生まれるおそれがある。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
30  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 3 5 0
✔  単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市内の介護保険による宿泊事業を行う事業所はすべてスプリンクラーが設置された。

×

今回の事業で市内の介護保険による宿泊事業を行う事業所にはすべて防火設備が設置された。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

この事業により市内の介護保険による宿泊事業利用者がすべて防火設備の整った事業所を利用できるようにな
り、公平に安全性を享受できるようになった。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務担当による事前協議、交付申請、実績報告、補助金請求等に加え、Ｈ２５年度になってからの都事業の通
達により取り組んだ事業であるため補正予算対応等業務時間のこれ以上の削減は難しい。

コスト
削減 維持 増加

今回の事業で市内の介護保険による宿泊事業を行う事業所にはすべて
防火設備が設置された。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

同事業所は消防法上はスプリンクラーの設置の義務はなく、また介護保険報酬による収益性も高くはないため
スプリンクラーの設置は見送られてきたため、東京都の補助金事業の実施に伴いこの事業を実施した。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

3,345

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 3,345 0 0

0

0
0

3,345

0

0

0

0

0

0

4,756
0

0
4,756

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

211

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

#DIV/0!

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

3,345
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

平成25年度 平成26年度

対象者の介護保険サービス利用をより安全安心なものにする

4756500

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

小規模多機能型居宅介護施設防火対策緊急整備
事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

小規模多機能型居宅介護事業所を利用する被保険者

0

（当初予算)

0

1
（目標値)

32

#DIV/0! 32%

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市内既存の介護保険による宿泊を行う事業所で唯一スプリンクラーが設置されていない、小規模多機能型居宅介護事業所「ウェルケア国立」においてスプリンクラーを設置した。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

なし

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都介護基盤緊急整備等特別対策事業実施要綱法令根拠

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

4,916

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ウェルケア国立利用者数（延べ人数）

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

スプリンクラー設置工事の工事費 円

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
都内の各地域において将来必要となる介護施設、地域介護拠点等を緊急整備する事業、既存施設おいてスプリンクラー等を整備する事業及び認知症高齢者グループホーム等の防災改
修等を行う事業（以下「特別対策事業」という。）に係る経費の一部を補助することにより、安心かつ安全な介護基盤の整備を促進する

千円 0 0 0

差額

（決算）

0 0 4,916

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 160

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

32

160

0

160
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 160

4,756

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

4,756

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -1,571

その他 千円

0 0 -1,571

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
31  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

3 1 2 0 1 1 7 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

適切な介護保険事業運営に支障をきたす。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

住宅改修の理由書を作成することに対して介護保険の報酬は支払われないため、ケアマネージャーと契約して
いない被保険者は当この制度がなければ理由書の作成をケアマネに対して依頼することが困難になる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

-8
0

0
-8

千円

0 0

0 40

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

20 16

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

100

0

0

50

平成25年度

5020

平成26年度

16

40

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

住宅改修理由書作成支援補助事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

介護支援専門員、福祉住環境コーディネーター

0

（当初予算)

40

1
（目標値)

8

100% 100%

40

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

理由書作成者(介護支援専門員･福祉住環境コーディネーター)請求により手数料を支払。
実績１６件

制度対象者について支給

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者在宅生活支援サービス事業に関する助成金交付要綱法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

72

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

要介護・要支援認定者

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請件数 件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
介護支援専門員また福祉住環境コーディネーター検定試験２級以上その他これに準ずる資格を有するものが住宅改修の理由書を作成した場合に助成する事業で、居宅介護支援を受け
ていない被保険者の住宅改修支給申請に添付する理由書を作成する介護支援専門員等に対し、１件当たり２０００円の助成金を支払う。
主な業務の内容は次のとおりである。①理由書を作成したものから１月ごとに申請　②市が申請内容を審査し決定　③請求に基づき支払う
（予算の内訳）　補助金

千円 0 0 80

差額

（決算）

140 0 -8

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

40 40

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

40 0

1
8 0

0

0

0
0

1
8

100

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 40

32

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

32

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -80 -72

その他 千円

-140 0 8

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
32  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

サービス利用助成事業については今後補助率を引き下げていく方向となっており、社会福祉法人等による利用者負担軽減への転換を図っていく。

生計困難者の経済的負担が増えることで、サービス利用が抑制される可能性がある。

×

（２４年度まで）
・利用者負担額を２１年度４％、２２年度５％、２３年度６％、２４年度７％に順次引き上げる
・ケアマネージャやサービス提供事業所への制度周知
・ケアマネージャーによるケアプランの検証
（２５年度以降に向けて）
・２５年度以降利用者負担額を８％、２６年度９％に順次引き上げる

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

介護保険制度は本人１割負担が原則であり、一部の対象者に対して市の一般財源を投入することについては、
公平・公正を欠いており、見直す余地があると言える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託職員には支払い事務を任せて、正職員は認定及び支払のチェックを担当している。正職員の業務量は少
ない上に、正職員が実施すべき業務を担当しているため、これ以上削減余地はない。

低所得対策としては類似する事業は存在するが、介護保険サービスの低所得者対策としての類似事業は特に
ない。

コスト
削減 維持 増加

訪問介護の利用者負担軽減については、国が当初始めた事業である
が、国が廃止後、市で税を投入して継続していることについて、対象者の
範囲、軽減の割合等見直す必要はあると考える。
また、社会福祉法人等による利用者負担軽減については、実施する事業
者等に負担が生じること、国立市では訪問・通所等の３％の負担軽減を
実施していることから現在実績がない状況である。両制度について他市
の状況も参考にする中で総合的に判断して行く必要があると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

現在介護保険サービス利用者に対する助成事業は廃止が見込まれているが、社福法人等による生計困難者に対する負担軽減事業への切り替えに
取り組む必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

・本来１0％負担であるところを、2％負担としていることで、過剰なサービス提供がされていないかどうか等、適切
なサービス利用がなされているか、ケアマネージャーによるケアプランの検証が必要である。
・利用者負担割合を３％から順次４％、５％、６％、７％、８％、９％と上げることで結果として事業費は低減され
る。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

収入が少ない方が自己負担額１０％になれば、介護サービスを受けたくても受けられない状況が想定されるた
め、何らかの助成は必要である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

ケアマネージャやサービス提供事業所への制度周知により対象者にサービスが行き渡るようにする必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

106

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 106 106 0

0

0
0

106 106

0

0

0

0

0

0

149
-2,387

0
-2,238

千円

0 0

0 10,479

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

4080 4195

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

98%

在宅で生活している高齢者の割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

106
0

0

（決算見込み)（Ｂ）

4,968

目標年度平成23年度
（決算）

150

0

0

469 523

平成25年度 平成26年度

介護保険サービスを利用する経済的負担が軽減される。

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護保険サービス利用負担軽減事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民税非課税世帯の介護サービスを利用する方

0

（当初予算)

1

500

1
（目標値)

120

100% 99%

1,600

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①市民税非課税世帯の訪問介護・通所介護・リハビリテーション・小規模多機能型居宅介護サービス利用者の負担分のうち、2割を公費で負担した。
②実績（対象被保険者１名）

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

①業務は前年度と同様であるが、利用者負担割合を8％から9％に変更する。
②現在利用者１名を見込んでいる。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市介護保険サービス利用者に対する助成事業運営要綱等法令根拠

Ｈ１２

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

10,041

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市民税非課税世帯に属する方

本事業における介護保険サービス利用
者数

0

1,200

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請件数

介護保険サービス利用者減額認定者数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
①介護保険低所得者対策として訪問介護・通所介護、リハビリテーションのサービス利用者のうち所得税非課税世帯の属する方を対象に本来の利用者負担額１０％を３％（２１年度４％、２２
年度５％、２３年度６％、２４年度７％、２５年度８％、２６年度９％）にすることで利用者の経済的負担を軽減する事業。通所介護、リハビリテーションについては市の単独事業であるが、訪問
介護の障害分は国の補助制度（２０年６月サービス分をもって廃止）である。
主な業務の内容は次のとおりである。
（１）制度利用者からの申請を受け付ける。（２）認定・却下の判断を行う。（３）事業者からの請求に基づき支払う。
（予算の内訳）　委託料　扶助費

②介護保険サービスを利用する低所得者で特に生計困難者に対し、社会福祉法人又は区市町村がその社会的役割により、利用者の負担を軽減し、介護保険サービスの利用促進のた
め、社会福祉法人等が軽減した利用者負担額の１/２を助成する事業。主な業務の内容は次のとおりである。①対象サービスを提供しようとする社会福祉法人から申請　②市が申請書を審
査し決定　③請求に基づき支払う　④社会福祉法人から事業実績報告書提出　⑤市が事業実績報告書を審査し、確定
（予算の内訳）　補助金

千円 0 0 12,079

差額

（決算）

6,818 0 -2,038

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

400 600

800

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,200
時間 800

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,700 0

800

1
80 40

200

0

200
0

1
100

5,118

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
01,200 0

0 1,800

149
8,09210,479

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

8,241

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -12,079 -9,935

その他 千円

-6,712 0 2,144

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
33  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-146 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -133 -133

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 75

0

物に係るコ
スト

0
075 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 58

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

75 0

50
嘱託職員人件費計（Ｅ） 75

時間 50

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

50

0
11

146 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
東京都が満７０歳以上の都民を対象に発行する「東京都シルバーパス」（住民税非課税者は年間１０００円、課税者は20510円の費用で都バス、都営地下鉄、都電、都内民営バスを利用で
きるカード）を、月初の平日５日間に開設される国立市内の臨時窓口において都の委託によりシルバー人材センターが交付する事業に対して、市が協力する。
＜業務内容＞　①月内に満７０歳となる市民、および70歳以上の都外転入者に対するシルバーパス申請手続きの案内通知送付　②市報への月例交付案内掲載　③一斉更新手続き会場
の確保（毎年９月）　④シルバーパス申請手続き等に関する問い合わせ電話・窓口応対
＜予算内訳＞　役務費（通信運搬費）

千円 0 0 133

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

案内通知送付人数 人

75

00 0 0 0

71

133

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

更新申請者、新規申請者

（※データ収集不可）

案内通知送付人数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

平成13

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

月内に満７０歳となる市民、および70歳以上の都外転入者に対するシルバーパス申請手続きの案内通知送付、市報への月例交付案内掲載、一斉更新手続き会場の確保（毎年９月）、シル
バーパス申請手続き等に関する問い合わせ電話・窓口応対

高齢者（７０歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度同様

（決算）
単位

（目標値)

100% 100%

75

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市報掲載：７０歳以上の高齢者、個別通知：新７０歳および都外より転入の７０歳以上の高齢者、一斉
更新時：シルバーパス取得者

0

（当初予算)

1014

1

0

割

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

シルバーパス交付協力事業

千円

平成24年度

割

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

58

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

市民へ東京都シルバーパス事業が周知され、申請・更新手続きが円滑に行われること
により、高齢者の公的交通機関利用を容易にする。

894 1014799

58

平成25年度

799

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

894

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

高齢者（７０歳以上）の社会参加率

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

58 71 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都の事業であり、市は、市報掲載と新規に対象者となった市民への個別通知を行っている。費用としては
郵送費のみである。都が事業を継続する場合は、市としてはその補助を行う。民間や受益者ができる事業では
ない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

購入や利用についてではなく、対象者への周知であり、これ以上の向上余地はないと考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

シルバーパス事業の廃止。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

市の支出は送料、通知印刷費用程度であり、これを削減することはできない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

東京都事業に対して市が協力している広報（市報掲載）、対象者への個
別通知、一斉更新時の会場確保、市民等からの問い合わせ対応につい
ては見直しの余地は無い。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

毎月新70歳となる市民および70歳以上の都外からの転入者には個別通知をしていることから、受益機会の不公
平はないものと考えられる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現在は職員が行っている一斉更新会場の確保、借用手続きについても、都がバス会社やシルバー人材セン
ターに委託することができれば、職員の事務量軽減は図られる。なお、一斉更新時に集中する制度や必要書類
についての問い合わせが係のほかにも及び、事務以外にこのことへの対応時間が必要であるが、高齢者への
わかりやすい説明や丁寧な対応のためには削減は困難である。

他に類似事業はなく、統廃合や連携はできない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

事業廃止となった場合、対象となる市民はシルバーパスについての情報収集方法が限定され、申請もれなど
の不利益につながる恐れがあることから本事業は公益増進に役立っている。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
34  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現に登録している者の経済的負担が増大する。

○ ×

高齢者の住まい対策については、元気高齢者だけではなく介護を必要とする人も含めた幅広い視点からの議論が
必要となる。現時点でこの事業の方向性については、現状維持とする。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

収入要件は生活保護基準をもとに決定しており、公平性は保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

助成額には上限も設けており、登録者の家賃が相当下がるなどの外的要因以外は削減余地はない。

しょうがいしゃ支援課及び子育て支援課で同様の事業を実施しているが、対象者が異なるため統合はできな
い。

コスト
削減 維持 増加

一人暮らし高齢者の増加に伴い、今後の申請件数の増加及び予算増加
が見込まれる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

高齢者の住まい対策事業の見直し。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

助成額には上限も設けており、登録者の家賃が相当下がるなどの外的要因以外は削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

居住の安定のなかでも、一定以下の収入である高齢者に対しては、行政、市が行うべき事業であるといえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

家賃の一部を助成することにより経済的な負担が軽減されているため現状では向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
144

0
144

千円

0 0

0 6,546

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

100%

在宅で生活している高齢者の割合

0

-10

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

54

（決算見込み)（Ｂ）

7,113

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

57

平成25年度

5957

平成26年度

収入が一定以下であるひとり暮らし高齢者の家賃の一部を助成することにより、経済的
な負担が軽減される

54

0

千円

千円

0
人

10

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

住宅費助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

自らが居住する民間アパート等を借りて家賃を支払っている市内3年以上在住65歳以上一人暮らし
の者で、収入が一定以下の者

0

（当初予算)

59

1,000

1
（目標値)

200

100% 100%

1,000

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

新規登録申請、内容審査、請求に基づく支払い（４ヶ月に１度）

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者住宅費助成事業実施要綱法令根拠

平成2

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

7,690

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象者数（※データ収集不可）

登録者数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

登録者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
＜事業内容＞自らが居住する民間アパート等を借りて家賃を支払っている市内3年以上在住65歳以上一人暮らしの者で、前年の収入が生活保護法に定める基準額の1.5倍以内の者に対
し、家賃の一部（住宅費の3分の１、ただし１００００円を限度）を助成する①対象者からの登録申請②内容審査の上決定③決定した者から4ヶ月ごとの請求に基づき助成を行う
＜予算内訳＞扶助費

千円 0 0 7,556

差額

（決算）

8,113 0 134

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,000 1,000

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 0

1
200 0

0

0

0
0

1
200

7,113

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 10

千円

うち委託料 千円

-10

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,000

6,6906,546

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

6,690

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -7,556 -7,690

その他 千円

-8,113 0 -134

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
35  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 5 0 2 0 1 3 5 0 4 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

8,288 0 -4,159

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 8,627 4,468

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 56,547

0

物に係るコ
スト

0
015,372 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

1,830

9,150

0

9,150
0

9
8,235

56,547 0

10,248

7
6,405

嘱託職員人件費計（Ｅ） 15,372
時間 10,248

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

32,025 41,175

10,248

0
77

56,547 0 9,150

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とす
る施設である。現在、市役所内に１ヵ所直営設置している。主な業務内容は次のとおりである。①総合相談支援（地域窓口と協働）　②権利擁護業務　③包括的継続的ケアマネジメント支援
④介護予防　⑤予防給付のケアマネジメント
予算の内訳：報償費、需用費、役務費、委託料等

千円 0 0 47,397

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談を受け、支援をした件数

介護予防支援で関わった件数

件

15,372

00 0 0 0

56,547

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

６５歳以上の高齢者

要支援者の人数（３月末）
地域包括支援センターで対応した高齢
者の割合
介護予防支援で関わった高齢者の割合

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

地域包括支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

見守りリーフレットの作成

高齢者（65歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける。

前年度事業の継続及び充実、高齢者地域見守りﾈｯﾄﾜｰｸの構築のための関係機関との協定締結、見守りステッカーの作成

（決算）
単位

9
（目標値)

8,235

-18% -8%

47,397

54.4

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

65歳以上の高齢者及びその家族

0

（当初予算)

7

41,175

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

地域包括支援センター運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

適切なサービスの利用や相談をすることで安心できる。

24112501

416 440

平成25年度

766

16.4

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

54.3

15.9

808

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

1,256
0

0

-15%

在宅で生活している高齢者の割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

件

％

％

✔

15272 15716

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

2,513

0
0

0
0

14,052 15,308 15,956

0
28,103 30,616 31,912

0

16,967 0
1,222

0

13,869 15,091

4,991

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 56,024 61,015 64,835

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

介護保険法に基づき、設置することが求められており、市が行うべき事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

地域ごとに設置されており、高齢者の利便性や支援に対応できている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

高齢者数の増加に伴い、高齢化率も２０％を超え、要支援者数および二次予防事業対象者数も増加が見込ま
れる。これに伴い、相談対応件数の増加が予測されるため、事業費の削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

介護予防支援業務においては、ケプランチームの設置により、業務の効
率化が図られているため、より確実なケアサイクルの徹底化を図る。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

高齢者に対して公正中立の立場から総合相談を行うことは、法に規定されており、地域窓口は実績のある社会
福祉法人に委託しており、公平公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

平成２４年度より嘱託員を中心としたケアプランチームを設置し、介護予防支援業務の効率化を図っている。さ
らに嘱託員の人数を増やし、正規職員の人数を減らすと、専門業務である包括的支援事業（総合相談、介護予
防事業、権利擁護業務、包括的継続的ケアマネジメント業務）が滞る懸念がある。地域包括支援センター業務
は２４時間３６５日の対応を基本としており、多様な関係機関との連携上、日時を問わず業務に従事する局面が
多く、延べ業務時間の削減はできない。

在宅介護支援センターが廃止されており、他に手段はない。

×

平成24年に虐待対応マニュアルを策定したが、複数の課題を抱えた世帯が増えるなど、総合相談の内容が多岐に
わたるため、窓口間の連携を強化し、職員の専門性と質の維持・向上に努める。また、高齢者地域見守りﾈｯﾄﾜｰｸの
構築により、高齢者が安心して暮らせる環境を整えていく。 成

果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

高齢者の見守りや支援の担い手となる社会資源の把握と掘り起こしを図る。

地域包括支援センター職員が、公正中立な立場から、地域における総合相談等行っており、高齢者の利便性
の確保など高齢者の生活を支える基盤をなくすことになり影響は大きい。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
36  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 7 9 5 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-6,200 0 -5,200

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,000 -6,200

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 3,000

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

400

2,000

0

2,000
0

2
600

3,000 0

1
200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 3,000

0

9,400 0 5,265

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
地域の実情を踏まえて高齢者等が在宅等で安心して療養できる環境を整備することについて、医療、保健及び福祉の関係機関が連携して推進するため協議会を設置し、在宅療養支援体
制に関することや在宅医療に係る調整、相談及び助言に関すること、かかりつけ医、診療所、病院間の連携に関すること、地域医療関係者の人材育成に関することなど協議する。

１．国立市在宅療養推進連絡協議会は医療法人社団「つくし会」に委託、事務局に市も加わり実施。
2．国立市在宅医療相談窓口（平成23年7月から開始。9:00～17:00、専門職配置）は医療法人社団「つくし会」に委託。

千円 0 0 4,135

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

協議会開催回数

在宅医療相談数

回

0

00 0 0 0

6,400

9,400

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

65歳以上の高齢者

協議会開催回数

在宅医療相談数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

地域包括支援セン
ター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

協議会の開催（年6回）
医療相談窓口設置

高齢者（65歳以上）が、病気になっても住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける。

協議会の実施
医療相談窓口

（決算）
単位

1
（目標値)

600

24% 66%

1,000

181

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

65歳以上の高齢者

0

（当初予算)

6

3,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

在宅療養推進事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

3,135

（決算）（Ａ）

6,400

0

千円

千円

0
人

平成26年度

高齢者等が在宅等で安心して療養ができる環境を整備し、高齢者や家族が安心感に
支えられた中で生き方の選択と心構えができる。総合的に相談を受けつける窓口を知
り、安心して生活できる。

6 66

35 181

15716

平成25年度

6

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

35

6

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

65
0

0

66%

0

0

3,265

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

回

人

✔

✔

14668 15272

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

3,135 3,200 3,200

0

0

0
0

0 65

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 3,135 3,200 3,200

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法に基づいているので妥当である

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

医療と介護の連携や市民周知等の課題解決に向けた取り組みが必要である

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

超高齢化時代に突入した中で在宅療養推進事業は市が中心に行うべき事業であるとともに、関係機関、市民とともに行う内容でもある。医療と介護の
連携の構築や市民周知などさらに検討していく

対象となる高齢者は年々増加する中で、取り組むべき内容が多岐にわたるため経費削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

医療・介護・福祉・地域の分野の事業を総合的に実施する必要があるため削減の余地はない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

認知症対策や医療と介護の連携などの課題に対して、さらに検討が必要

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

高齢者全員を対象としているため、公平・公正である

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現在委託事業ではあるが、市の施策の重要な柱であり、取り組みべき内容が多岐にわたるため、市職員の関与
は必須である

在宅療養を総合的に協議する場は他にない

×

認知症対策や医療と介護の連携において関係機関との連携をすすめる。
医療相談窓口についてはさらに市民に身近な窓口としてのＰＲをすすめていきたい。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

認知症対策や医療と介護の連携においては分科会等で具体的な検討をすすめていく。
医療相談窓口についてはＰＲを強化していく。

在宅療養を総合的に協議する場は他にない

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
37  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 8 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-594 0 -129

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -511 -640

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 60

129

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 451

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
12

60 0

1
12

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

60 60

0

594 0 129

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成6年より国立市内の高齢者向けの集合住宅に居住する高齢者が、居宅において安全に快適な日常生活を営むことができるように、生活協力員を派遣して生活指導・相談、安否確認、
緊急時の対応等のサービスを提供することにより、高齢者の自立と福祉の向上を図ることを目的として開始された。国立市シルバーピア生活援助員配置事業実施要綱に定めるシルバーピ
アの団らん室における高熱水費等を負担することにより維持管理を図る。（予算の内訳）需要費、使用料及び賃貸料

千円 0 0 511

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

高熱水費　他

テレビ視聴料

円

0

00 0 0 0

534

640

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

シルバー＾ピア住宅戸数

入居世帯数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市シルバーピア生活援助員配置事業実施要綱法令根拠

平成１４

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

上記のほか　泉シルバーピア団らん室カーペット購入

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける。

上記のとおり

（決算）
単位

1
（目標値)

12

100% 100%

60

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

シルバーピア団らん室利用者

0

（当初予算)

92

60

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

シルバーピア維持管理事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

451

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

44,000

福祉の増進を図る。

491,586 490,000406,904

44,730 41,346

92

580

平成25年度

5

92

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

92

66

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

129

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

戸

円

世帯

92 92

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

580 534 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都シルバーピア事業運営要綱に基づき設置された市内の高齢者向け集合住宅（シルバーハウジング計画
により建設された都営住宅 北三丁目第二アパート・泉二丁目アパート）の維持管理であり妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

シルバーピアがなくなった時

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成25年度は住込型の生活援助員が2名退職となり、募集をしたが、住
込ではなく、通い型の援助員を採用したため、日中の執務室として団らん
室の利用が増え、光熱費が例年よりも多くかかった。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

シルバーピア入居者全員が利用可能であり、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

団らん室がなくなると、ＬＳＡの執務執行にも影響が出る。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
38  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 8 1 2 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-386 0 -39

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -332 -371

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 300

-23

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 163

千円

うち委託料 千円

10

50

0

50
0

1
60

300 0

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 300

0

471 0 27

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成２３年３月に東日本大震災が発生し、電力危機への緊急対策として東京都が夏の電力不足に対応するため、平成２３年度補正予算に計上した「高齢者を熱中症等から守る緊急対策事
業」に基づき実施。高齢者を熱中症から守るために、熱中症の予防の啓発（７５歳以上の単身高齢者を対象に冷却用スカーフの配布）、見守り、猛暑時の避難場所（公共施設、商店会、金
融機関）の確保を行い、市報への掲載もおこなった。
　当初は、単年度のみの事業であったが、今後も夏の猛暑が予想される中、東日本大震災の影響による電力不足の先行きが不明であること等を踏まえ、２４年度からは東京都が医療保健
政策区市町村包括補助事業として、引き続き支援をおこなうことになり、避難所の設置を実施。
（予算内訳）需用費　役務費

千円 0 0 413

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

東京都補助率

避難所の設置数

0

00 0 0 0

171

440

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

６５歳以上の人数

商工会会員数（商業・飲食関係）

緊急避難所の設置数
緊急避難所（コンビニエンスストア）の設
置数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都医療保健政策区市町村包括補助事業実施要綱法令根拠

平成２３

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

緊急避難所の設置(のぼり、ステッカー購入）

高齢者が住み慣れた地域で、生きがいを持って、安心して住み続ける。

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

60

80% 84%

250

6

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

高齢者
緊急避難所設置の協力店舗数

0

（当初予算)

300

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

高齢者を熱中症等から守る緊急対策事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

163

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

緊急避難所設置に協力し、のぼり、ステッカーを表示し、高齢者へ熱中症予防をＰＲす
る。

50 5050

121 152

15900

140

平成25年度

847

89

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

5

119

846846

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-12
0

0

82%

0

-23

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

15114 15590

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

140 171 0

0

0

0

0

0
0

0
0

81 69 85

0

0

0
0

0 -12

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 81 69 85

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都が支援している事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事前に協力店数を把握してから、発注している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

コンビニエンスストアの協力店をもう少し増やしたかったが、商工会の尽
力により、商店会の協力店が増え、２４年度には設置できなかった地域に
も広げることができた。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

熱中症の危険を回避することが、高齢者の命を守ることへもつながる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
39  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 8 1 5 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

救急時、正確な医療情報を迅速に得ることで、救命医療につなげることが、高齢者の命を守ることへもつなが
る。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

住民基本台帳上の一人暮らし、高齢者のみの世帯から、実態に即した必要な世帯を絞り込んで配付することが
できた。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

コスト
削減 維持 増加

対象者を精査した結果、本来配付すべき世帯に配付ができたが、キットの
在庫が多少発生してしまった。来年度はキットの購入は行わずに、在庫で
対応したい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都が支援している事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-404

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 538 134 40 0

0

0
0

538 134 40

0

0

0

0

0

0

0
-390

0
-390

千円

80 80

0 576

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2664 305

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

個

世帯

89%

0

-420

0

#DIV/0!

物件費
-500
0

（Ｂ）-（Ａ）

-404
0

0

302

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

2378

2420 312

400

80

平成25年度

5050

平成26年度

救急時対応に不安がある高齢者に配付することにより、迅速な救急活動に結び付け
る。

50

0

千円

千円

0
人

500
500

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

高齢者救急医療情報キット給付事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

７５歳以上の一人暮らし高齢者または７５歳以上のみの世帯

0

（当初予算)

400

1

250

1
（目標値)

50

66% 75%

500

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

救急医療情報キットの郵送による配付

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

平成２４

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

546

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

配付対象者世帯数

キットの配付世帯数（対象世帯）

0

80

30

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

東京都補助率

キットの配付数（追加配付を含む）

％

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
東京都包括補助事業の対象事業として、平成２４年度新規事業として実施。救急時、正確な医療情報を迅速に得ることで、救命医療につなげる救急医療情報キットを７５歳以上の一人ぐら
し高齢者または７５歳以上の高齢者のみの世帯を対象に民生委員を通じて配付。２５年度からは新たに対象となる７５歳になる方を対象に郵送にて配付

(予算の内訳）需用費、役務費、扶助費

千円 0 0 1,576

差額

（決算）

360 0 -1,030

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

500 250

20

0
1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

280 0

20

1
100 -50

-220

0

-250
0

1
50

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 500

千円

うち委託料 千円

-420

物に係るコ
スト

20
3030 0

0 280

186576

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

186

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,038 -412

その他 千円

-320 0 626

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
40  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 1 0 1 0 1 3 5 0 0 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

法定のため廃止は不可能である。

○ ×

事務のさらなる見直しによるコスト削減・効率化は必要である。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

法定事務であるため他の手段はない

コスト
削減 維持 増加

さらに介護保険システムを見直すことにより、有効性・効率性を上げること
は可能であると考える。ただし、その場合も投入コストは当然かかるわけ
で、コストパフォーマンスは考慮して検討すべきである。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

介護保険法改正のためのシステムなので、国・都で財政的な補助はもっと検討してもらいたい。実務について
は、市民に密着した市町村の窓口で行うのは妥当。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

44,523 60,681

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

15381 15827

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

円

100%

0

-15,449

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

94

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

96

4238064566 4371474766

44,523

平成25年度

6068100059971301

平成26年度

4,840,668,000

被保険者の介護保険にかかる情報の管理をおこない、円滑な事業をおこなう

44523536

0

千円

千円

0
人

59,972

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護保険システム管理運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）65歳以上の市民　　　イ）４０～６４歳の特定疾病該当者

0

（当初予算)

4,800

1
（目標値)

960

100% 100%

4,800

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

ア）介護保険制度運営のため円滑な遂行のため介護保険システムの改善を行う

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

ア）介護保険制度運営のため円滑な遂行のため介護保険システムの改善を行う

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

49,323

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

第１号被保険者数（６５歳以上）

第２号被保険者数（４０～６４歳まで）

0

60,681

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

年間の事務経費

標準給付費

円

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務の内容）
・介護保険制度運営のために必要となる事務経費
（業務の内容）
・予算書・決算書の作成、介護保険システムの維持管理
（予算の内訳）
・需用費（消耗品費（プリンター消耗品、紙代）、ガソリン、事業所データ購入）、役務費（切手代、インターネット接続料）、委託料（システムメンテナンス）、備品購入費（システムのハード、ソフ
ト更新など）

千円 0 0 64,772

差額

（決算）

65,481 0 -15,449

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

4,800 4,800

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

4,800 0

1
960 0

0

0

0
0

1
960

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 59,972

千円

うち委託料 千円

-15,449

物に係るコ
スト

0
00 0

0 4,800
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -64,772 -49,323

その他 千円

-65,481 0 15,449

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
41  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 1 0 2 0 1 3 5 0 0 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

滞納者に対するペナルティとして保険給付の制限が制度上用意されているが、給付を受けていない被保険者には効果がない。そのため滞納処分の実
施が必要となる。また、給付制限は高齢者の生活に係わる問題なので、慎重な取扱いが必要である。

法定事務であるため廃止は不可能である。

○ ×

口座振替の拡大。滞納者に対する催告。当面は嘱託員による催告、臨戸訪問・徴収を徹底させて行く。並行して、
長期滞納者に対する滞納処分・給付制限の検討を個別に行う。また、低所得者・生活困窮者については保険料の
軽減を行う。 成

果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

収納事務に関しては、税、保険料等を総合的に徴収する専門部署を設置し、対応していくことも可能である。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

人件費、事務費は市の負担になっている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

保険制度の性格上、公平性の観点からさらに収納率を向上させる必要がある。他の市債権同様差し押さえ等滞
納処分を行っていく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

3,673 4,112

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

15381 15827

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

100%

0

653

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

96.57

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

96.48

3,673

平成25年度

15381

平成26年度

介護保険財政の運営を安定させる

15827

0

千円

千円

0
人

80.76

3,020

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

賦課収納事務

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

介護サービスを利用している要介護者
の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

介護保険第１号被保険者（６５歳以上の方）

0

（当初予算)

19,200

2
（目標値)

3,840

100% 100%

22,200

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

介護保険料の賦課及び収納

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法１２９条、国立市介護保険条例、国立市介護保険料徴収に関する規則法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

25,873

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

第１号被保険者数（６５歳以上）

介護保険料の収納率

0

4,112

0

3,0000 0 3,000
1,500

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

第１号被保険者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務の内容）
・第１号被保険者（６５歳以上の方）に対する介護保険料の賦課徴収事務
（業務の内容）
・住民基本台帳システムと連携による被保険者の把握
・対象者に対する賦課計算（当初７月、随時）、特別徴収･普通徴収の納付書の作成･発送
・社会保険庁等への特別徴収天引きの依頼、口座振替利用者の銀行引き落とし依頼、納入保険料の消し込み
・未納者に対する督促状の発送、電話・個別訪問等による納入催告
（予算の内訳）
・需用費、役務費、手数料

千円 0 0 25,220

差額

（決算）

26,312 0 653

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

1,500
1

1,500

19,200 19,200

3,000

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

22,200 0

2
3,840

1

0

0

0

0
0

2
3,840

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3,020

千円

うち委託料 千円

653

物に係るコ
スト

0
00 0

0 22,200
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -25,220 -25,873

その他 千円

-26,312 0 -653

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
42  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 1 0 1 0 1 3 5 0 0 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

法定事務であるため廃止は不可能である。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

3072 2947

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

平成25年度

81.2

33012896

平成26年度

申請者に対して要介護・要支援認定をおこない、保険サービスを利用できる範囲を決
める。

2790

0

千円

千円

0
人

80.76

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護保険認定事務

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

介護サービスを利用している要介護者
の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

要介護認定申請者（１号被保険者（６５歳以上）２号被保険者（４０歳から６４歳までの医療加入者で特
定の疾病により介護を必要とする方）

0

（当初予算)

6

30,000

3
（目標値)

6,000

100% 100%

41,250

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

認定審査会年間９０回開催、部会長連絡会議1回開催２，７９０件審査

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様に要介護認定申請者に対する介護認定事務

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法19.27.32条法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

41,250

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

申請者数

0

11,250

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

要介護認定者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務の内容）
・要介護認定申請者に対する認定事務
（業務の内容）
・被保険者からの介護認定申請の受付（新規、更新、変更等）・認定調査の日時の決定（遠隔地の場合は委託による調査）
・主治医意見書の依頼　・認定調査員が申請者を訪問し、状況を調査　・一次判定を行う　・審査会委員へ審査資料を事前に配布する。　・介護認定審査会を開催し、認定結果の判定を行
う。　・認定結果を申請者へ通知する。・その他（認定審査委員に対する報酬、主治医意見書作成手数料、調査委託料の支払い等）　・更新者に対する通知を行う。
（予算の内訳）
・委員報酬、賃金、報償費、旅費、役務費（通信運搬費、手数料）需用費、委託料、使用料及び賃借料　　・需用費、委託料、使用料及び賃借料（駐車場使用料）

千円 0 0 41,250

差額

（決算）

41,250 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

30,000 30,000

7,500

0
66

嘱託職員人件費計（Ｅ） 11,250
時間 7,500

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

41,250 0

7,500

3
6,000 0

0

0

0
0

3
6,000

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
011,250 0

0 41,250
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -41,250 -41,250

その他 千円

-41,250 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
43  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 1 0 4 0 1 3 5 0 0 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

多種多様な影響が考えられる

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

法定事務である介護保険事業の啓発であるので市が行う以外に方法はない

コスト
削減 維持 増加

有料広告の募集によりコストの補てんを図ることが出来ればトータルとし
ての事業の効率性は高まると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

有料広告の募集によりコストの補てんを図ることが出来ればトータルとしての事業の効率性は高まると考える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

介護保険法に定めにより市町村が行う事業の施策の広報なので市が行うのが妥当。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

有料広告を募集すること等により、コストダウンは可能

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

75 102

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

100%

0

-4,749

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

75

平成25年度 平成26年度

介護保険制度の啓発

0

千円

千円

0
人

4,824

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護保険制度理解促進事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民及び事業者等

0

（当初予算)

850

1
（目標値)

170

100% 100%

850

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

被保険者証利用の手引き作成及び配布

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

被保険者証利用の手引き作成及び配布

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

925

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市民及び事業者

0

102

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務の内容）
・広く市民に対して、介護保険制度を理解していただくための普及・啓発のための経費
（業務の内容）
・介護保険制度説明のパンフレットの作成・配布
（予算の内訳）
・・需用費（印刷製本費）、委託料（配布委託料）

千円 0 0 5,674

差額

（決算）

952 0 -4,749

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

850 850

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

850 0

1
170 0

0

0

0
0

1
170

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 4,824

千円

うち委託料 千円

-4,749

物に係るコ
スト

0
00 0

0 850
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,674 -925

その他 千円

-952 0 4,749

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
44  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 1 0 5 0 1 3 5 0 0 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

法定のため廃止は不可能である。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法令で定められた業務である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

209 438

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

15381 15827

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

100%

0

60

37

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

16380

209

平成25年度

81.2

129

平成26年度

介護サービスの実施状況を踏まえ、適正な運営を図るための諸課題を討議すること
で、より良い介護サービスが受けられる環境をつくる。

11

1,456

0

千円

千円

0
人

1,419

80.76

149

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護保険運営協議会運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

介護サービスを利用している要介護者
の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

介護保険被保険者

0

（当初予算)

1,440

1
（目標値)

288

100% 100%

1,440

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

第５期介護保険事業計画の評価・検証を行った。第６期事業計画の策定に取り組んだ

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

第６期事業計画の策定に取り組む

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

3,105

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

第１号被保険者数

より良いｻｰﾋﾞｽが受けられた人数

0

438

1,748

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開催数 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務の内容）
・介護保険運営協議会の運営に係る経費
（業務の内容）
・介護保険事業計画の策定及び評価並びに介護保険事業の運営その他の介護保険に関する事項を審議する
・概ね月１回開催
（予算の内訳）
・委員報酬、需用費、役務費（反訳料）

千円 0 0 3,008

差額

（決算）

3,626 0 97

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

1,440 1,440

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,440 0

1
288 0

0

0

0
0

1
288

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 149

千円

うち委託料 千円

60

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,440
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,008 -3,105

その他 千円

-3,626 0 -97

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
45  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 2 3 5 0 1 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

コスト
削減 維持 増加

法定の保険事業の運営は適切である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

介護給付費の12.5％と事務費（人件費等）の全額を税（一般会計繰入金）で負担することが法定されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-423,974

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 4,234,810 3,810,836 4,160,981 0

0

2,408,657 -444,619
0

652,818 655,063 716,993

0
941,554 959,954 1,035,331

0

0

0

0

18,400

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2160 2394

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

-20372%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

2,245
0

0

152166

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

163380

平成25年度

81.2

352900886

平成26年度

介護費用の負担軽減。

364286563

0

千円

千円

0
人

80.76

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護保険給付事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

介護サービスを利用している要介護者
の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

要支援１・２または要介護１～５と認定された者の内、ｻｰﾋﾞｽを利用した場合に当該費用が給付費とし
て計上される。

0

（当初予算)

1

19,200

2
（目標値)

3,840

-20735% -18650%

20,325

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

保険給付費の９０％を国保連合会の請求に基づき支払をした。
国保連合会を通さない償還払いの保険給付費（住宅改修・福祉用具購入・高額介護サービス等）を、利用者の請求に基づき審査・支払を行った。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同じ。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

12

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

20,325

2,195,819

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

１月当たりのサービス受給者数

利用者一人当たりの給付費

0

1,125

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

１月当たりの標準給付費 円

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・介護サービスに係る費用のうち、９割分を給付する
（業務内容）
・９割分の給付のうち、５０％は保険料、残りの５０％は公費（国、都、市）で賄われる

（予算の内訳）
・負担金、補助及び交付金

千円 0 0 20,325

差額

（決算）

20,325 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

19,200 19,200

750

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,125
時間 750

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

20,325 0

750

2
3,840 0

0

0

0
0

2
3,840

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
01,125 0

0 20,325
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

2,640,438

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 4,214,485 3,790,511

その他 千円

4,140,656 0 -423,974

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
46  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 4 0 1 0 1 3 5 0 3 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-340 0 7,611

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

47,815

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -55,466 -47,855

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 40

0

物に係るコ
スト

0
00 0

300

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
8

40 0

1
8

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

40 40

0

340 0 -7,611

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・介護保険に係る保険給付及び地域支援事業の財源に充てるための積立金
（業務内容）
・各年度において、保険料に剰余が生じた場合は基金に積み立て、介護保険に係る保険給付及び地域支援事業に要する費用に不足を生じた場合において、当該不足額の財源に充てる
ものである
（予算の内訳）
・積立金

千円 0 0 55,466

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

準備基金積立額

準備基金引出額

円

0

00 0 0 0

47,855

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

被保険者数

要介護認定者数

準備基金残高

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

介護保険係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市介護給付費準備基金条例法令根拠

12

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

保険料収入の余剰金について積み立てをおこなった。

安定した介護保険事業を運営し、高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

同上

（決算）
単位

1
（目標値)

8

100% 100%

40

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

被保険者・要介護認定者・サービス利用者

0

（当初予算)

62133119

40

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

被保険者一人当たりの準備基金残高

千円
0

介護保険準備基金積立事業

千円

平成24年度

円

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

9623

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

101274000

3ヵ年ごとの介護保険事業計画期間における財政の均衡を図る。介護保険特別会計の
余剰金を適切に管理する。

47815054

10306

30000055425731

55613000 32716000

16380

3793

平成25年度

2886

148008065

平成23年度
（決算）

0

0

47,815 300

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

163107119

33012959

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

円

円

✔

15381 15827

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

55,426
0 55,426

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

-7,611
-7,611

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法令で定められた業務である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

なし。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

なし。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

人件費はほとんどないため削減余地はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

適切な介護保険事業運営に支障をきたす。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
47  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

3 5 0 5 0 1 0 1 3 5 0 3 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

介護予防に資する活動を行う、高齢者を中心とした自主活動組織の把握。

介護保険法で示されている事業である。今後、更に高齢者人口が増えることが見込まれるため、対象者の自
立支援や予防的な観点から、介護予防事業を実施することは必要である。

○

×

多様なメニュー、プログラムを取り入れ、事業規模の拡大と、介護予防に資する活動を行う既存の自主活動組織の
有効活用を図る。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

二次予防事業候補者選定基準に基づき実施しており公平である。二次予防事業対象者に対しては連絡を取
り、訪問・電話等で実態把握を行い、必要なサービスへつなげるようにしているため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務時間については、二次予防事業対象者への事業参加の勧奨、参加者宅へ訪問し実態把握を行っている。
事業対象者や参加者数は増えているため、削減の余地はない。
事業実施は業者に委託している。

二次予防事業以外に、虚弱な方でも一般高齢者と一緒に参加できるような事業展開をすることで、相乗効果を
期待できる。

コスト
削減 維持 増加

二次予防事業対象者の把握方法が変更となり、二次予防事業対象者数
が平成24年度以降、倍増している。高齢者人口がさらに増えていくことを
鑑みると、介護予防事業だけでなく、地域で介護予防に資する活動を行う
自主活動組織への支援や育成など、幅広い介護予防への普及啓発が必
要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

これまでの事業者の実績を鑑み、場所の工夫や回数増を含め、プロポーサル方式にて選定を実施することで、
選択の余地が増えるが、対象者の増加も見込まれるので削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

地域支援事業の実施主体が市町村となり、地域の実情に応じ、高齢者が自立した生活を営むことができるよう
に記されており、行政が行うことが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

把握方法の変更により事業対象者が倍増したため、今後は事業毎に回数や場所、メニュー等の工夫が必要で
ある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

5,971

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 10,941 16,912 26,538 0

0

15,165 3,412
0

3,126 4,832 7,582
1,563 2,416 3,791

1,706

0
0

0
0

0

0 0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

1211 1324

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

％

維持補修費

（Ｂ）-（Ａ）

853
0

0

0

0

0

0
0

#DIV/0!

0

0

16 23

104

1608

（決算見込み)（Ｂ）

11

527 1326

46

平成23年度
（決算）（Ａ）

平成22年度

19

5.2 2.6

平成25年度

3.7

8.4 8.2

95

3.8

平成26年度

ア　介護予防の対象者を広く抽出・把握し、事業参加につなげる。
イ　対象者が教室に参加し、運動器機能の維持・改善ができる。
ウ　対象者が教室に参加し、口腔機能の維持・改善ができる。

5.1

0

千円

時間

千円

千円

二次予防事業対象者向け介護予防事業

千円

平成24年度

0

（決算）

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

千円

千円

人

正規職員人件費計（Ｃ）

ア　介護保険の認定を受けていない65歳以上高齢者。
イ　基本チェックリストにより運動器機能向上が必要とされた二次予防事業対象者。
ウ　基本チェックリスにより口腔機能向上が必要とされた二次予防事業対象者。

0

（当初予算)

2,000
人

目標年度

0

0

（決算）
単位

2
（目標値)

400
人

時間 400
2

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

地域包括支援セン
ター

課長名

ア　健康自立度アンケートを配布・回収し、健康アドバイス表を送り、事業勧奨も行う。
イ　個別計画を作成し、有酸素運動、ストレッチ、簡易な器具やマシンを用いた運動等を実施。
ウ　個別計画を作成し、摂食・嚥下機能訓練、口腔清掃の自立支援等を実施。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度事業の継続。一部事業数を増やして実施。

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

運動器機能向上プログラム対象の二次
予防事業対象者
口腔機能向上プログラム対象の二次予
防事業対象者
運動器機能の維持・改善が認められた
と感じた人

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

正規職員従事人数

0 0

2,135

千円

2,135

9,664

-1003%

0

-692%

0

0
0

（当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

400

-412%

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
4月1日時点で65歳以上の介護保険の認定を受けていない高齢者を対象に「健康自立度アンケート」による基本チェックリストを配布・回収し、二次予防事業対象者（虚弱高齢者）を把握し、
アンケート回答者には個別に健康アドバイス表を郵送する。対象者には運動器機能向上事業、口腔機能向上事業を実施。
主な業務の内容 ①二次予防事業対象者に事業への参加を勧奨する。②事業参加者の事前アセスメントを行う。③民間事業者に事業を委託し実施する。⑤事業完了後委託料を支払う。
（予算の内訳）　役務費（通信運搬費）　委託料

千円 0 0

0 0

（決算）（Ａ）

　運動器機能向上事業参加割合

口腔機能向上事業参加割合

％

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員従事人数

口腔機能の維持・改善が認められたと
感じた人

2,135

差額

（決算）

2,405 0 0

90

0

（決算見込み)（Ｂ）

3

目標年度 差額
（決算）

嘱託職員人件費計（Ｅ） 135
時間 90

再任用職員人件費計（Ｄ）

2

2,405 0

270
405

0

0

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

0

物に係るコ
スト

0
0135

人に係るコスト計（Ｆ） 2,135

2,000 2,000

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

24,133 0 5,971収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 8,806 14,777

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

その他 千円

在宅で生活している高齢者の割合

6,252

人

人 6

％

単位
平成22年度

535



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
48  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 5 0 1 0 1 3 5 0 3 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

高齢者へのアンケートを実施しニーズの把握を行う。

法定事業である。高齢社会を迎え、高齢者が自立した生活を送れるように行政が支援する必要がある。

○ ×

事業見直しにあたり、介護予防としての効果もありながら多くの人に利用してもらえる事業として組み立てていく。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法令に基づき対象者を決定し、対象者全員に対し、地域包括支援センターから制度利用の手紙を郵送してい
るため公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事業対象者の選定は、地域包括支援センターが委託した事業者より郵送されたアンケートにより行っている。利
用者決定事務については、地域包括支援センターが実態調査を行い、正職員で対応している。また、事業実施
については、委託している。

庁内で類似事業はない。実際の事業は事業者に委託しているため他の手段はない。

コスト
削減 維持 増加

25年度において利用者が介護保険サービスに移行したため、利用者が0
人になった。利用者の掘り起こしも必要だが、今後、日常生活総合支援事
業の中では、要支援者も含めた事業として見直しをしていく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用者が少ないため、二次予防事業対象者への周知を検討する、または事業そのものの見直しを行う。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

参加者からは、課税状況に応じた負担金を求めている。現在利用者も少ないため、これ以上の削減余地はな
い。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

高齢者が住みなれた地域で在宅で暮らせるように支援することは行政の責務である。平成１８年の介護保険法
の改正により、市町村は介護予防事業に取り組むこととされ、当市においても介護予防事業のメニューのひとつ
として行っているものである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

利用者が少ないため、利用者掘り起しを行う必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-221

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 245 24 176 0

0

44 -55
0

61 6 44

0
123 12 88

0

0

0

0

-111

0
0

0
0

千円

49 351

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2223 2524

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

人

61%

在宅で生活している高齢者の割合

0

-443

0

#DIV/0!

物件費
-443
0

（Ｂ）-（Ａ）

-55
0

0

1

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

351

2

0 0

2800

49

平成25年度

12

平成26年度

1

日常生活に支障があり、要介護状態にならないよう健康を保持する。

1

0

千円

千円

0
人

492
492

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

生きがい介護予防デイサービス事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

生活機能が低下している65歳以上の要介護状態になるおそれのある高齢者（二次予防事業対象者）

0

（当初予算)

1

100

1
（目標値)

20

59% 84%

100

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①二次予防対象者を日常生活自立度アンケートにて決定　②市地域包括支援センター職員が訪問・電話等で二次予防対象者の実態を把握。必要と判断される方へ、事業利用を勧奨し、
申請を受け付ける　③市が承認（不承認）通知書を申請者に通知　④事業者はサービスを提供し、利用者からは本人負担分(所得税課税の場合１０％、非課税の場合9％）の利用料を収納
する　⑤事業者からの請求に基づき委託料を支払う　⑥利用に際しては、市地域包括支援センター職員が、利用者の計画作成・モニタリング・評価を行う⑦委託契約締結

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度同様。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者在宅サービス事業実施要綱法令根拠

平成元年

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

149

6

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

二次予防対象者数

参加者数

0

351

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

事業参加者数

申請受付件数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
生活機能が低下している６５歳以上の要介護状態になるおそれのある高齢者（二次予防事業対象者）を対象として、日常生活に支障があり、施設に通所し要介護状態にできるだけならない
よう健康チェックや簡単な運動・レクリエーションを通して健康を保持する事業である。
＜業務内容＞①二次予防対象者を日常生活自立度アンケートにて決定　②市地域包括支援センター職員が訪問・電話等で二次予防対象者の実態を把握。必要と判断される方へ、事業
利用を勧奨し、申請を受け付ける　③市が承認（不承認）通知書を申請者に通知　④事業者はサービスを提供し、利用者からは本人負担分(所得税課税の場合１０％、非課税の場合9％）の
利用料を収納する　⑤事業者からの請求に基づき委託料を支払う　⑥利用に際しては、市地域包括支援センター職員が、利用者の計画作成・モニタリング・評価を行う⑦委託契約締結
＜予算内訳＞　役務費（通信運搬費）　委託料

千円 0 0 592

差額

（決算）

451 0 -443

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

100 100

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 0

1
20 0

0

0

0
0

1
20

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 492

千円

うち委託料 千円

-443

物に係るコ
スト

0
00 0

0 100

49

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

61

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -347 -125

その他 千円

-275 0 222

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
49  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

3 5 0 5 0 1 0 2 3 5 0 4 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） 高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市内の自主活動組織の情報収集と把握。介護予防カレンダーなどを活用した自主組織活動の周知の機会の確保。

行政による事業実施や情報発信という点での普及啓発の効果が減少する。

○ ×

介護予防を目的とする自主活動組織への支援。小地域を単位とした地域型介護予防事業の展開。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

介護保険サービスは1割負担を原則としている。介護予防事業も、一部事業において、参加費として保険料の
負担を求めているが、全ての事業において検討の余地はある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現状では委託事業が主であり、高齢者の参加による健康管理面なども必要になることが多いため、専門職員に
よる事業展開は避けられない。しかし、本来自主活動を最終目的としているので、ボランティアの育成などが進
み、将来的に地域に根ざした活動が全般的に拡がりをみれば、事業そのものの縮小も可能であり、その場合は
人件費も縮小が可能であると考える。

介護予防につながる健康づくりに資する保健センター事業などとの連携を検討する。

コスト
削減 維持 増加

総じて、各教室への参加申し込みはほぼ定員を超える状況であり、介護
予防に資する役割は一定程度果たしていると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

多種多様な同様事業の実施主体が増えることによっては、競争が可能。また、本来自主活動を最終目的として
おり、ボランティア育成などが進み、将来的に地域に根ざした活動が全般的に拡がりをみれば、事業そのものの
縮小も可能になると考える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法に基づいているので妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

事業参加後の変化や自主活動に結びついた事例の把握などが十分ではないため、成果が図れない部分は多
いが、事業の種類を増やしたり、参加者が自分の都合に合わせて参加できるように方法を検討することにより、
成果向上は期待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

4,815

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 3,932 8,747 8,808 0

0

5,033 2,752
0

562 1,249 1,258

0
1,123 2,499 2,517

0

0

1,376

0
0

0
0

00 0 0

0

収入計（J）

0 0

千円

物に係るコ
スト

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

移転支出
的なコスト

扶助費

移転支出的なコスト計（Ｈ）

％ #DIV/0!#DIV/0!

15272 15716

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

0

0

0

#DIV/0!

物件費

維持補修費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

687
0

0

4000

329

（決算見込み)（Ｂ） （目標値)

500

目標年度

0

0

2

219

（決算）（Ａ）

4000 4000

280180

平成26年度

4000

高齢者が事業参加等により介護予防の知識を得て自発的に予防の活動に取り組むこ
とにより、要介護や要支援状態にならずに健康的な生活ができる。総合的に相談を受
け付ける窓口を知り、安心して生活できる。

180

0

平成25年度

千円

千円

0
人

平成23年度
（決算）

千円

時間

千円

人

千円

介護予防一般高齢者施策事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると回答した高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

65歳以上の高齢者

0

（当初予算)

1

2,500

-56% -248%

2,515

4000

0

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

認知症予防教室、うつ予防・閉じこもり予防教室、介護予防講演会、総合プログラム、マシーントレーニング教室の開催、介護予防カレンダーの作成。

前年度に比して事業数を増やし、一部方法を変更して実施。自主グループ活動支援事業、市内の福祉館を中心にした地域型介護予防教室の実施。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
介護保険法法令根拠

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

地域包括支援セン
ター

0

2,515

4,999

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

65歳以上の高齢者

各種事業参加人数

介護予防カレンダー配布数

4,815
-246%

0

45

2,545 0 0

6,263

（当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

各種事業定員人数

介護予防カレンダー作成数

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実施され、地域の高齢者が自ら活動に参加し、介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるような地域社会の構築を目指して、
各種事業への取り組みを通じて介護予防に関する活動の普及、啓発や地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援を実施する事業。①介護予防に関する教室や講演会の
開催、②地域包括支援センター連絡先を記載した介護予防カレンダーの作成、など＜予算科目＞需用費、役務費、委託料など

千円 0 0 2,515

差額

（決算）
目標年度 差額

（決算） （決算）（Ａ）

2,500 2,500

（決算見込み)（Ｂ）

2

10

0

時間

0 0

500 0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

2,545

0
0

2
500

30

0
嘱託職員従事人数

15 0
0 2,515

延べ業務時間 時間

0

31

15

0

千円

うち委託料 千円

嘱託職員人件費計（Ｅ）支
出
内
訳

千円

千円

2,247

その他

10

再任用職員人件費計（Ｄ）

千円

平成26年度

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 1,417 6,232

その他

0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

他市の事業実施状況を調査を行うなどして、より必要な方へのサービスとなるよう検討を行う。

この事業を辞めた場合衛生状態の悪化が予想される。高齢者が可能な限り健康で生活機能を保持、向上し生
活の質を高めていくためには影響は多少なりともある。

×

利用者が年々減少し新規申請も年に数件である現状を踏まえると、対象者要件の見直し及び本人負担の導入に
ついて検討していく必要があると思われる。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

他市では1割負担を実施しているところもあり、費用負担の検討をしていく必要があるのではないかと考えられ
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

利用希望者には地域包括支援センターが実態把握を行い、その後の決定事務は再任用職員１名で実施して
いるため削減の余地はない。

市の事業での類似事業はなく、介護保険サービスの中のホームヘルパーに依頼する方法もあるが、生活援助
の時間も削減されてきており、実施が困難な状況である。

コスト
削減 維持 増加

対象者要件について、明確化することで、寝たきり状態にある寝具の衛生
管理が困難な方のみにサービスを提供できるのではないかと思われる。
しかし、対象者を限定しすぎることで、必要としている人にサービスを提供
できなくなる可能性もあるため、慎重に事業内容を見直していく必要があ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

本人負担の検討。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

委託事業者は競争入札により決定しているため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

在宅福祉の向上は、介護保険事業計画の基本理念にもつながり妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

おおむね６５歳以上の寝具の衛生管理が困難な市民を対象にしているので、成果向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

252 976

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

人

100%

0

-361

0

#DIV/0!

物件費
-356
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

27

17

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

976

27

27 17

252

平成25年度

22

平成26年度

17

寝具の衛生状態が保たれる。

0

0

千円

千円

0
人

613
608

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

寝具乾燥消毒事業

千円

平成24年度

割

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

在宅で生活している高齢者の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

６５歳以上の寝具の衛生管理が困難な市民

0

（当初予算)

17

0

（目標値)

100% 100%

200

14 17

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

申請を受け、地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握を行う。市が決定（却下）通知書を通知する。寝具乾燥は取り扱い業者に委託する。

６５歳以上の高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける。

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市寝具乾燥消毒事業実施要綱法令根拠

平成12

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

452

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

６５歳以上の寝具の衛生管理が困難な
市民
（※データ収集不可）

乾燥消毒利用者数

水洗い利用者数

0

976

0

2000 0 200
100

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請受付件数

乾燥消毒及び水洗い利用者数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内に住所を有する高齢の単身世帯のうち、高齢者で加齢に伴う心身の障害及び疾病等により寝たきり状態にあるため、寝具の衛生管理が困難な方（高齢者のみの世帯及びこれに準ず
るおおむね６５歳以上の高齢者も寝具の衛生が困難であれば対象）月１回の寝具の乾燥（年１回は水洗い）を実施する。対象寝具は、掛布団、敷布団、毛布、枕である。本人負担はなし。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの申請
②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握し、申請書・実態把握書を市に提出する
③市が決定（却下）通知書を申請者に通知し、業者に寝具乾燥依頼書を送る
④乾燥は委託契約を締結した業者が各家庭を訪問回収し自社工場で乾燥させ、当日配送、水洗いは翌日配送
⑤委託業者からの請求に基づき支払う
＜予算内訳＞委託料

千円 0 0 813

差額

（決算）

1,176 0 -361

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100
1

100

0 0

200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

200 0

1

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 613

千円

うち委託料 千円

-361

物に係るコ
スト

0
00 0

0 200

252

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -813 -452

その他 千円

-1,176 0 361

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
50  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 5 0 1 0 1 3 5 0 4 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

有料老人ホームや市外の介護保険施設など、市の事業に賛同いただける施設を幅広く確保する。

市がこの事業により一時的に介護の受け入れ施設を確保していなければ、介護者、被介護者ともに生活が困
難となってしまう。

○

×

現在の事業賛同施設は、全て市内の介護保険施設であるため、空き状況が厳しい。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

実施要綱に基づき適切に対象者を選定し、上記のとおり事業費も必要最小限にとどめ、本人負担も一部求めて
いる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員で対応しているが、申請件数がごくわずかであるため削減余地はない。

精神障害者ショートステイ事業等があるが、対象者が異なるため統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

受け入れ先施設のベッド確保が課題である。
また、当該事業の対象者は介護休養で利用するよりも、ある程度の緊急
性が見込まれる場合が多いが、利用実績に結びつかない現状がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

ベッド確保が確実ではないため、入所できない場合がある。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

委託料については、出来高払いとしており、利用者負担も求めているため、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

在宅で生活している高齢者の介護者が一時的に介護ができない場合において、市がこの事業により一時的に
介護してもらえる施設を確保することは、住み慣れた地域で在宅で生活できることに結びついている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

常時、短期入所のベッド確保がされているわけではないため、事業賛同施設の空き状況によっては、入所が困
難な場合がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 216

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2223 2524

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

日

人

100%

在宅で生活している高齢者の割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

216

0

0 0

2800

0

平成25年度

10

平成26年度

7

施設に短期入所させることにより、安心した生活ができ、介護者の負担が軽減される。

0

0

千円

千円

0
人

0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

介護予防ショートステイ事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

生活機能が低下している６５歳以上の要介護状態になるおそれのある高齢者。

0

（当初予算)

1

50

1
（目標値)

10

100% 100%

50

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①利用を希望する者からの申請　②市地域包括支援センター職員が実態把握し、予約　③市が承認（不承認）通知書を申請者に通知　④事業者はサービスを提供し 　⑤市は利用者から
本人負担分（１日あたり９００円、食費は１日あたり７８０円）の利用料を徴収する　⑥事業者からの請求に基づき委託料を支払う→申請実績なし

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者短期入所事業実施要綱法令根拠

平成5

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

50

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

生活機能が低下している65歳以上の要
介護状態になるおそれのある高齢者の

利用者数

0

216

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数

延べ利用日数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
生活機能が低下している６５歳以上の要介護状態になるおそれのある高齢者を対象として、日常生活に支障がある人の介護者が、疾病、冠婚葬祭、休息等で一時的に自宅で介護すること
ができないときに６ヶ月につき７日以内で施設を利用する事業。
＜業務内容＞①利用を希望する者からの申請　②市地域包括支援センター職員が実態把握し、予約　③市が承認（不承認）通知書を申請者に通知　④事業者はサービスを提供し 　⑤市
は利用者から本人負担分（１日あたり９００円、食費は１日あたり７８０円）の利用料を徴収する　⑥事業者からの請求に基づき委託料を支払う

＜予算内訳＞役務費（通信運搬費）　委託料

千円 0 0 50

差額

（決算）

266 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

50 50

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

50 0

1
10 0

0

0

0
0

1
10

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 50
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -50 -50

その他 千円

-266 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
51  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 5 0 2 0 3 3 5 0 4 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

おむつを購入する手間及び経済的負担が増す。

○ ×

現在この事業は、限られた予算の中で寝たきり状態が重い方を対象に限定して実施しているため、当面は現状維
持とする。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

無料でなく、本人負担を1割を求めているため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務については、再任用職員及び嘱託職員にて実施しているため削減余地はない。

他に類似事業がないため、統合はできない。

コスト
削減 維持 増加

広報やケアマネージャー、相談窓口の相談員等により周知されており、必
要な方が利用できている現状であると思われる。要介護２以下でも利用
できないかとの声があった。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

介護保険制度の要介護度区分の変更が発生した場合、対象者の見直しが必要と思われる。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

業務用商品を取り扱うことにより商品単価を下げることはできる。それによって、利用者がより安価で商品を購入
することができると思われる。ただし、給付の上限は同様なので事業費削減の効果は少ない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

おむつを購入する経済的負担が軽減でき、おむつを買う手間が省かれるので妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

制度については、広報やケアマネジャー、相談窓口の相談員等により周知されており十分な成果があると思わ
れる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-159

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 9,144 8,985 9,932 0

0

2,246 -40
0

2,286 2,246 2,562

0
4,572 4,493 5,124

0

0

0

0

-79

0
0

0
0

千円

11,246 12,867

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

個

人

個

28%

在宅で生活している高齢者の割合

0

-236

0

#DIV/0!

物件費
-199
0

（Ｂ）-（Ａ）

-40
0

0

829

227

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

12,811

219

829 856

11,246

平成25年度

240219

平成26年度

880

おむつを買う手間が省かれ、おむつを買う負担が軽くなることにより、介護者の負担が
軽減される。

227

0

千円

千円

0
人

11,482
11,432

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

高齢者おむつ給付事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内在住の在宅で生活している要介護3・4・5で、常時おむつを必要としている人

0

（当初予算)

240

1

0

（目標値)

26% 26%

850

856 880

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①申請を受け付ける　②市が要介護と所得の確認を行う　③市が決定（却下）通知書を申請者に通知
④委託業者に新規・休止・変更内容を一月分まとめて通知　⑤事業者はおむつを個別配送し、利用者からは本人負担分（所得により１０％又は３％）のほか５０００円を越える部分を収納　⑥
市は事業者から本人負担分を除いた分の請求を支払う

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市ねたきり高齢者等おむつ給付事業実施要綱法令根拠

昭和63

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

12,096

2,246

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内在住の在宅で生活している要介護
3・4・5の人数

利用者数

給付数

0

12,867

450

4000 0 400
200

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数

給付数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内在住の６５歳以上の高齢者又は介護保険法に定める特定疾病該当者のうち要介護３・４・５で、常時おむつを必要としている人に、市が指定するおむつの中から利用者が必要なものを
選択し、月５０００円を限度に給付することで、高齢者等の経済的、身体的負担を軽減する事業。本人負担分は５０００円のうちの10％負担であるが、所得税非課税世帯の場合は3％負担。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの申請
②市が要介護度と所得の確認を行う
③市が決定（却下）通知書を申請者に通知
④委託業者に新規・休止・変更内容を一月分まとめて通知
⑤事業者はおむつを個別配送し、利用者からは本人負担分（所得により１０％又は３％）のほか５０００円を越える部分を収納　⑥市は事業者から本人負担分を除いた分の委託料を支払う
＜予算内訳＞役務費（通信運搬費）　委託料

千円 0 0 12,332

差額

（決算）

13,717 0 -236

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

介護

時間

目標年度 差額
（決算）

200
1

200

0 0

300

400
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 450

1

時間 300

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

850 0

300

1

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 11,482

千円

うち委託料 千円

-236

物に係るコ
スト

0
0450 0

0 850

11,233

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

2,286

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,188 -3,111

その他 千円

-3,785 0 77

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
52  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 3 5 0 4 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-14,148 0 50

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -14,604 -14,554

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 75

14,479

-50

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 14,529

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
15

75 0

1
15

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

75 75

0

14,148 0 -50

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
 東京都シルバーピア事業運営要綱に基づき設置された市内の高齢者向け集合住宅（シルバーハウジング計画により建設された都営住宅 北三丁目第二アパート・泉２丁目アパート）に居
住する高齢者が安全かつ快適に生活できるよう、安否確認等を行う生活援助員を常駐させ、生活指導、相談、安否確認等のサービスを提供する事業。
生活援助員は委託契約による。
市が行う主な業務は以下のとおりである。①委託先との委託契約の締結②委託料の四半期ごとの支払⑧懇談会に出席し情報交換を行う。

（予算の内訳）委託料

千円 0 0 14,604

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

シルバーピア住宅戸数

ＬＳＡ人数

0

00 0 0 0

14,073

14,554

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

シルバーピア入居世帯数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市シルバーピア生活援助員配置事業実施要綱法令根拠

平成１４

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

上記のとおり

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

上記のとおり

（決算）
単位

1
（目標値)

15

100% 100%

75

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

都営住宅のシルバーピア（高齢者集合住宅）の入居者。
所得制限あり。

0

（当初予算)

75

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

生活援助員配置事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

14,529
14,529

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

6

高齢者の居住の安定と福祉の増進を図る。

92 9292

5 6

92

14,479

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

14,073

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

-50
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-50

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

92 92

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

14,479 14,073 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

平成18年度より地域支援事業（介護保険法）の任意事業に位置づけられており、事業の実施主体が市町村と
なっている。地域の実情に応じた体制づくりを行政が行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

ＬＳＡにおいて入居者の相談は随時受けており、ＬＳＡで対応できないような問題も、地域包括支援センターを
中心に関係機関につなぐなどの連携を図るため、市とＬＳＡで会議の席も設けており、向上余地はないと考え
る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

シルバーピアのＬＳＡ制度がなくなった時

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

生活援助員委託費、研修費、消耗品購入などであり削減することは難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

ＬＳＡが退職となった場合、、募集をして面接まで進んでも、同居家族の要
件、都営住宅への入居収入要件を満たす応募者がなかなかいない。25
年度は3名不在となってしまい、委託事業者と協議し、通いでの勤務でも
認めることにし、2名配置した。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

入居者は都営住宅に申し込み抽選で選ばれた方であり公平・公正になっている。
生活援助員も委託先の法人の職員であり公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託をして行っておりこれ以上市の職員の人件費を削減することはできない。

高齢者の生活を24時間体制で見守ることのできる事業は他にないため。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在生活をしている高齢者の生活の援助ができなくなり、住民の不安が増す。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
5  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-4,776 0 36,471

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

160

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -41,407 -4,936

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 4,776

160

24,382

-36,631

物に係るコ
スト

0
01,026 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 36,631

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
750

4,776 0

684

1
750

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,026
時間 684

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,750 3,750

684

0
11

4,776 0 -36,471

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
＜業務内容＞一人暮らし、高齢者世帯、日中独居の世帯の方で、日常の買物又は炊事等に支障や困難がある者に対し、委託事業者（民間、ＮＰＯ、企業組合の11事業者）が食事を提供
することで、生活の質の向上、安否確認や地域での孤立を防ぐ。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの申請②地域包括支援センター職員（窓口を含む）及び担当ケアマネージャーがアセスメントを実施③市において食事サービスの回数の決定④申
請者および委託事業者に決定通知⑤委託事業者が夕食を利用者に配達及び安否確認⑦委託事業者が本人負担分を徴収する⑥委託事業者に対し1食につき400円を支払う⑦回数増は
アセスメントを行ったのち判断を行う。回数減、曜日変更は可能なところから実施。業者変更は、15日までに申請してもらい翌月から変更可能。⑧担当ケアマネージャーがアセスメントを実施
した場合は1件につき2000円のコーディネイター料を支払う。
＜予算内訳＞委託料

千円 0 0 41,407

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数

食事提供数

人

1,026

00 0 0 0

4,936

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

一人暮らし又はこれに準ずる状況にある
高齢者で、日常の買物または炊事等に

利用者数

食事提供数

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者食事サービス事業実施要綱法令根拠

平成2

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用者からの申請、包括支援センターが実態把握、利用者に決定通知、事業者に通知、食事サービスの提供、委託料の支払、ケアマネに対するサービスコーディネイター料の支払い

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度同様

（決算）
単位

1
（目標値)

750

100% 100%

4,776

60965 75192

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

65歳以上の一人暮らし、高齢者世帯、日中独居になる方のうち、日常の買物又は炊事等に支障や困
難があり、食の確保が困難な者

0

（当初予算)

490

1

3,750

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

在宅で生活している高齢者の割合

千円
0

高齢者食事サービス事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

36,631
36,468

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

75192

①食事サービスを行うことにより配達者とのコミュニケーションが図れ、高齢者が孤独に
ならずに過ごせる（見守ることができる）②緊急時に早期に発見してもらえる③定期的な
食事の提供により健康が保持できるようになる

445 490363

54578 60965

平成25年度

363

平成23年度
（決算）

0

0

30,077

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

54278

445

-12,086
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-36,631

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

食

人　

食

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

160
0

0
160

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上と見守ることは行政としてかかわらなければならないことである。今後、
独居老人、認知症高齢者が増加の傾向にあり、国立市でも同様の傾向にある。地域で安心して生活できるため
には、食の確保が困難な人たちに、食事を提供するサービスを通じて、支援して最低限の安全と安心を確保す
るのは市の役割であり妥当といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

委託業者については、プロポーザル方式により、市内だけでなく市外の国立市を配達エリアとする事業者からも
選定を行った。また、利用者は２事業者まで選択できるように制度を変更した。今後も定期的にプロポーザル方
式にて事業者選定を実施するため向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

介護保険サービスに配食事業が組み込まれることになった場合。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

25年度より夕食については1食あたり400円へ委託料を改定した。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成25年度よりプロポーザルにて選定した事業者11社で事業を実施し
た。4月には多少混乱もあったが、無事1年を終えることができた。前年度
より利用者及び食数は伸びたが、見積もっていたほどの大幅な伸びでは
なく、予算については減額対応を行った。選定した11社すべて現場訪問を
実施した。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

25年度より委託業者の設定する単価から委託料を引いた差額を本人負担とする見直しを実施した。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請者に対するアセスメント等は地域包括支援センターが実施し、決定等事務処理については正職員及び嘱
託員にて実施しているため、削減余地はない。

他に類似事業がないため、統合はできない。

×

今後、27年度についてのプロポーザルを実施予定。また、朝食の配達について、プロポーザルの中で提案事業者
が無かったため、引き続き実施事業者の確保に努める。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

利用者の健康が保たれず生活の質が低下することや地域から孤立する状況が生まれるおそれがある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,060 0 -24

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,035 -1,059

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 250

809

24

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 785

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
50

250 0

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 250

0

1,060 0 24

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内に住所を有するおおむね65歳以上の者であって、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）による要介護者及び要支援者以外の在宅の高齢者のうち、身体上又は精神
上の障害があるため、日常生活を営むのにヘルパーの支援を必要とする者に対し、週2時間を限度にﾍﾙﾊﾟｰを派遣することで、地域の中で自立した生活ができるよう支援を図る。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの申請②地域包括支援センター（地域窓口）による実態把握③サービス内容の調整④市から申請者に決定通知⑤サービス調整に伴い、市が委託
契約を締結している法人等からヘルパー派遣の開始⑥3ヶ月ごとに利用実績から本人負担額の決定、納入通知書の送付を市が行い、利用者は納入する（本人負担額は委託料の10％、世
帯市町村民税非課税のときは8％（段階的に引き上げ）、生活保護受給世帯は免除）、委託業務
＜予算内訳＞委託料

千円 0 0 1,035

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数

派遣時間数

人

0

00 0 0 0

810

1,059

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

虚弱高齢者人数

（※データ収集不可）

利用者数

派遣時間数

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者生活支援ヘルパー派遣事業運営要綱法令根拠

平成12

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用者へのﾍﾙﾊﾟｰ派遣、法人等からの請求に伴う支払い、本人負担の請求、納付管理、本人負担割合の見直し

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度同様

（決算）
単位

1
（目標値)

50

100% 100%

250

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

おおむね65歳以上の者で、要介護および要支援認定者以外のいわゆる虚弱高齢者

0

（当初予算)

250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

在宅で生活している高齢者の割合

千円
0

生活支援ヘルパー派遣事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

6

785
776

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

487

支援を受けることにより、日常生活を支障なく営むことができるようになる

7

7

76

456.5 485.5

7

809

平成25年度

456.5 485.5 487

平成23年度
（決算）

0

0

810

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

33
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

（※データ収集不可）

0

24

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

時間

人

時間

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

809 810 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上は行政としてかかわらなければならないことであるが、介護保険法施行
以後、ﾍﾙﾊﾟｰ派遣事業者は急増しており、自費利用が十分可能である。また、サービス提供費用の問題につい
ては、国立市社会福祉協議会が実施している安心サービスやシルバー人材センターの活用により安価なサー
ビス提供も確保されているといえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

対象者については、地域包括支援センターにおいてアセスメントを実施、個別にマネジメントを行うことによっ
て、真に必要なサービス提供を実施しており、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

比較的安価な外部サービスへの振り替えの検討。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

対象者については、地域包括支援センターにおいてアセスメントを実施、個別にマネジメントを行うことによっ
て、真に必要なサービス提供を実施しており、向上余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

本人負担については、介護保険に準じ段階的な引き上げを実施した。利
用者については、ほぼ横ばいである。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者については、地域包括支援センターにおいてアセスメントを実施、個別にマネジメントを行うことによっ
て、真に必要なサービス提供を実施しており、向上余地はない。さらに介護保険に準じ、本人負担の割合も見
直ししている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現状において正職員で決定、支払、本人負担徴収事務を行っており、作業時間について削減余地はない。

社会福祉協議会の安心サービス事業、シルバー人材センターからの人材派遣事業などの活用できると思われ
る。

×

今後、日常生活総合支援事業の施行もあるため、要支援認定者のための訪問介護と合わせて事業の見直しをして
いく予定である。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

他市の状況調査、利用者の状況把握、要支援認定者へのニーズ調査を行い、事業の見直しを検討していく。

廃止休止によって、既利用者の自立度を下げることは否定できない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

利用枚数が少ない者への調査の実施。

外出する機会が減ることにより生きがいの低下につながる。

○

×

利用枚数の向上。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

月２７００円相当の額であり、初乗り運賃で換算すると月２回の外出支援を行っている程度であるので妥当と思わ
れる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請・決定・支払事務及びタクシー券の印刷発注は再任用職員及び嘱託職員で行っており、これ以上の削減
の余地はない。

しょうがいしゃ支援課で実施している福祉タクシー事業と類似しているが。対象者が異なるため統合はできない
が、連携を図ることにより、対象者のすくい上げができる。

コスト
削減 維持 増加

年々発行枚数は増加しているところを見ると市民にも浸透しているサービ
スと思われる。券の枚数について足りないという声もある一方であまり利
用しない方も見受けられる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用枚数の向上。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

サービス自体はタクシー事業者に委託しており削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

交通機関を利用できない高齢者に外出する機会を提供していくことは行政として必要である。
通院等に利用するタクシー券を発行することは市として最低限度の支援と考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

年度更新のため要介護度及び課税状況を確認しているが、本人の実態把握までは行っていないため、利用枚
数が少ない者に対しての聞き取り等を検討する必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

4,124 5,920

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

枚

枚

100%

0

598

0

#DIV/0!

物件費
620
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

12578

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

5,806

10639

12312 16992

4,124

平成25年度

250161

平成26年度

27000

電車やバスを利用することができない高齢者にタクシー券を発行することにより、外出
が容易にできる

184

0

千円

千円

0
人

3,526
3,404

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

外出支援サービス事業

千円

平成24年度

割

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に住所を有するおおむね６５歳以上の要介護者１以上（４０歳から６５歳未満の要介護認定が１
以上の方も含む）で電車・バス等の交通機関の利用が困難でありかつ住民税非課税世帯の方

0

（当初予算)

18143

1

0

（目標値)

100% 100%

1,600

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用者からの申請、地域包括支援センター職員（地域窓口）による状態確認、市職員による課税・介護度調査、利用者に決定通知及びタクシー券等の交付、委託料の支払い
タクシー券等の印刷

対象者が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者等外出支援サービス事業実施要綱法令根拠

平成14

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

5,724

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

要介護認定者で非課税世帯の数かつ公
共の交通機関の利用が不可能な人
（※データ収集不可）

利用枚数

0

5,920

600

1,0000 0 1,000
500

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

申請件数

支給枚数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内に住所を有するおおむね６５歳以上の人で、介護保険法による要介護認定が要介護１以上の認定がある方（４０歳から６５歳未満の要介護認定が１以上の方も含む）で、心身に障害が
あり交通機関の利用が困難である者のうち、市民税非課税世帯の方に１枚３００円相当の利用券を月９枚発行することにより外出を容易にし、社会生活の向上を図る事業。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの相談を受ける　②地域包括支援センター職員（地域窓口を含む）が訪問を行い本人の状態を確認し、調査票・申請書の提出を受ける　③担当者
が介護認定状況及び市民税の課税状況を確認する　 ④③のほか他制度の利用がないか調査し給付の決定を行う　⑤決定（却下）通知書を申請者に通知し、決定者には申請月からの利
用券と利用証を交付する　⑥利用者はタクシー利用の際、利用料金以内のタクシー券をタクシー会社に渡す　⑦タクシー会社は当月分の使用済み利用券を翌月の１０日までに市に提出
し、市はタクシー券１枚につき３００円相当額と手数料２０円を加えた額を支払う
＜予算内訳＞需用費（印刷製本費）、委託料

千円 0 0 5,126

差額

（決算）

7,520 0 598

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

500
1

500

0 0

400

1,000
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 600

1

時間 400

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,600 0

400

1

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3,526

千円

うち委託料 千円

598

物に係るコ
スト

0
0600 0

0 1,600

4,024

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,126 -5,724

その他 千円

-7,520 0 -598

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

利用者の生活状況の調査。高齢者食事サービス事業で朝食の実施が可能となれば、そちらの事業と統合できる可能性がある。

利用者の健康が保たれず生活の質が低下することや見守りが果たせず本サービスのみの利用の場合、最悪
の場合は孤独死の放置などのおそれがある。

○ ×

現物支給の制度としては一人当たりの負担額としては比較的安価で実施できており、実際に利用に対する制限な
どが少ないため気軽に利用開始できることから利用希望者が多く、一人暮らし高齢者が身近な相談窓口である地
域窓口につながる第一歩としての機能も果たしていることが見受けられることなどから、事業を継続しつつも、シル
バーピアなど既に別の方法で見守りが出来ている方など対象者について再検討していく必要がある。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市全体で見守りについて強化しているところであるが、特にその中でも必要性が高い70歳以上の一人暮らし高
齢者に限定していることは、公平・公正であると思われるが、シルバーピアなど既に別の方法で見守りが行われ
ている現状があるため、対象者については、検討の余地がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

実態把握は地域窓口で実施し、配達業務自体は委託、決定事務等は職員及び嘱託員で分担して実施してい
るため削減の余地はない。

介護保険サービスや食事サービスなどを利用している場合は、そちらの事業で見守りを実施できる場合もある。

コスト
削減 維持 増加

一人暮らし高齢者の増加に伴い、申請数及び予算措置も増加している。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

単価については、市価より低く設定しており削減の余地はほとんどないが、見守りの観点から言えば、配達回数
が多くないと意味がないのではないかとの意見がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上は行政として関わらなければならないことである。今後、独居老人、認知
症高齢者が増加の傾向にあり、国立市でも同様の傾向にある。地域で安心して生活するためには、牛乳等を配
布することにより健康増進と見守りをすることは市の役割であり妥当といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

70歳以上一人暮らし高齢者のうち健康増進および定期的な見守りを必要とする者の数は把握できないが、制度
利用者は、対象者要件の4分の一程度に達していることから、一定の成果はあがっているといえる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-4,139

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 4,139 0 4,181 0

0

0
0

4,139 4,181

0

0

0

0

0

0

0
672

0
672

千円

0 0

0 12,011

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

3337 3462

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

人

72%

在宅で生活している高齢者の割合

0

-53

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-4,139
0

0

859

159

（決算見込み)（Ｂ）

13,444

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

149

3600

平成25年度

130156

平成26年度

週3本の牛乳等の支給により、健康の増進ができるとともに、地域社会からの孤立を防
止することができる

102

0

千円

千円

0
人

53

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ふれあい牛乳支給事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

住み慣れた地域で生きがいを持って安
心して住み続けていると答えた高齢者

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

70歳以上一人暮らし高齢者

0

（当初予算)

170

1

1,000

1
（目標値)

200

69% 100%

1,300

859 870

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用者からの申請、実態把握、利用者に決定通知、牛乳等の支給、請求に伴う委託事業者への支払い

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市ふれあい牛乳支給事業運営要綱法令根拠

昭和55

高齢者支援課

宮崎　きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

13,983

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

70歳以上一人暮らし高齢者

安否確認件数

利用者

0

300

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

新規申請件数 件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
70歳以上一人暮らしの者に対し、週に3本の牛乳等（白牛乳・コーヒー牛乳・ヨーグルト）を支給することで、健康増進と孤立防止を図る。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの申請②地域窓口による実態調査③支給の決定、サービス提供の開始（本人負担はなし）④申請者に決定通知を送付⑤中止、再開や、配達時の
安否確認などは地域窓口において実施⑤事業者と委託契約締結
＜予算内訳＞扶助費

千円 0 0 13,364

差額

（決算）

14,744 0 619

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,000 1,000

200

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 300
時間 200

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,300 0

200

1
200 0

0

0

0
0

1
200

13,444

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 53

千円

うち委託料 千円

-53

物に係るコ
スト

0
0300 0

0 1,300

12,68312,011

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

12,683

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -9,225 -13,983

その他 千円

-10,563 0 -4,758

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,987 0 544

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,538 -2,995

その他 千円 3,028

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 698

199

物に係るコ
スト

15
2323 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 5,816

千円

うち委託料 千円

-15

-53

0

-75
0

1
135

698 0

15

1
150

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

750 675

15

0
1

6,713 0 147

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成元年、バブル経済による住宅取り壊しのため立ち退き要求を受けた高齢住宅困窮者に対する住宅確保のため開始された。立ち退き要求による住宅困窮者に対し、市が借上げた住宅
（全７戸）を提供することにより住居の安定を図っている。①住宅を借り上げ②空きが出た場合市報による募集③立ち退き要求や前年の収入（生活保護法に定める基準額の1.8倍以内）など
の要件を審査のうえ入居を決定④入居者に対しては本人負担（原則借上料の3分の２、納入困難者には減額、猶予あり）を毎月請求、納付管理を行う⑤随時、入居者からの入居に関する
相談への対応など⑥借上契約締結（予算内訳）役務費（郵便料）、借上料

千円 0 0 6,566

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

入居者数 人

23

00 0 0 0

6,015

6,713

3,718

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

立ち退き要求による住宅困窮高齢者

　　　　　　　　　　　　　（データ収集不可）

入居者数

高齢者支援課

宮崎きよみ

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市高齢者借上げ住宅提供事業実施要綱法令根拠

平成元

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

入居者管理、本人負担金収納管理

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

135

54% 45%

750

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内3年以上在住65歳以上一人暮らしの者で、立ち退き要求により住宅に困窮している者のうち介助
を要することなく生活ができる生活保護法に定める基準額の1.8倍以内の収入の者

0

（当初予算)

7

1

675

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

借上げ住宅提供事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

5,816

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

住宅困窮高齢者の住宅確保により、居住の安定を得ることができる

7 76

6,015

平成25年度

6

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

7

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

44%

0

199

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

6,015 6,015 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

3,726 690
0

0 690

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 3,028 3,718 3,726

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

上記目的を果たすことは行政、市の責務といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

住宅確保の観点からは、全7戸が埋まっており、緊急に入居が必要な場合には対応できない現状はある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

借上げ住宅の老朽化　入居者がいなくなった時

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

24年度中に退去者が出て、25年度に一人新規入居となった。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

入居制限および本人負担額は、収入によって決定されており、減免制度も実施しており、公平性は保たれてい
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×

バブル経済崩壊前は、かりに新しく住むところがあっても家賃が高くなりすぎて入居ができないといった事実があっ
たことから、経済的困窮も含め、住み替え家賃助成とともに実施していた。バブル経済崩壊以後は、取り壊しによる
立ち退き要求があっても、立ち退き費用や入居先が担保されているなど、緊急性は高いが入居先が確保できないと
いった事例は少ない。現状は、むしろ適切な住居あっせんが必要となっているが、都におけるあんしん入居制度な
どの実施により担保されている。よって、現入居者の住宅確保の観点から現状維持が適当であるといえる。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

入居者の居住の安定が損なわれてしまう。


